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３　判例の概観
　２　1999 年の改正ミシガン裁判所規則 2.203(A) 項
  　(36) Scott v. Reif（1）

　中古車、廃棄自動車及び自動車の部品を販売する免許を有する企業であ
る Best Way は、独立請負人であるレッカー車の運転手及びその他の供給
元から廃棄車を購入している。20102 年 2 月 2 日、西部ウェーン窃盗担当
部 (WWATU) の警察官が、Best Way、及びそのオーナーである James 及び
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　２ 1999 年の改正ミシガン裁判所規則 2.203(A) 項（以上途中まで 12 号か
　　 ら 17 号、以下途中まで本号）
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（1）  659Fed.Appx.338(2016). 本文中に付された下線は、すべて筆者が付したものである。
なお、判例中に引用されている他の裁判所の判例については、当論文の脚注におい
て指摘させて頂いたことをお断りしておく。
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Helen Scott の家屋に対して、家宅捜索令状を執行した。その令状は、西部
ウェーン窃盗担当部 (WWATU) の構成員と Redford 市の警察官である被告
Kevin Reif(Reif) による宣誓供述書に基づき発行されたものであり、とりわ
け、Best Way が、盗難車を廃車価格で売却したとの証言に基づくものであっ
た。Scott らは、その令状は重大な不備や虚偽の陳述を含んでいたこと、警察
は、意図的に Scott らの不在時に彼らの家屋を捜索したこと、及び、その捜索
令状は、金庫に言及しておらず、かつ金銭を押収する権限を付与していなか
ったにもかかわらず、警察は、Scott らの金庫から 18 万ドルを押収し、金庫
からの押収額をわずか 100 ドルと報告したこと、を主張した。捜索の過程で、
ミシガン州警察署警察官でありかつ警察官 Reif の監督者である警部補 Ray 
Collins(Collins) は、「すべての物を押収すれば、確実に Scott が月曜日に営業
を始めることはできないだろう」、と述べたと主張された（2）。
　捜索及び押収の後、Wayne 郡検察庁は、James Scott に対する西部ウェーン
窃盗担当部の逮捕状の請求を却下した。Scott らの主張によれば、西部ウェー
ン窃盗担当部の警察官らは、その後も、トレーラーの運転手らに対して Scott
らに不利な証言を求めたり、証拠を捏造するために運転手らに対して免責を申
し出ることによって、「Scott らを威圧しかつ損害を与えるような方法で」、捜
査を継続した。
　Scott らは、彼らの営業はこれらの行為の結果損害を被った、なぜなら、ト
レーラーの運転手らは、警察官らによる逮捕、訴追または報復を恐れて、「も
はや Best Way と業務を行わないであろう」からである、と主張する（3）。
Scott らはまた、警察は、16 台の高級車、6 台のトラック、及び申立てによれ
ば 18 万ドルを含め、捜索の過程で押収された財産の返還を拒否したと主張す
る。彼らはまた、5 万ドルを超える保管料を支払わなければ、それらの車を取
り戻すことができない、と主張する。
　2012 年 4 月 20 日、Scott らは、Reif、Collins､ 氏名不詳の警察官、ミシガ
ン州、及びミシガン州警察署に対して、Wayne 郡巡回裁判所において職務執
行令状訴訟を提起し、家宅捜索の執行過程において押収された財産の返還、捜

（2）	 Compl., PID3-4,9.
（3）	 Id., PID10.
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索令状発給のための宣誓供述書における Reif の重大な不備や虚偽の陳述を理
由とする懲罰的損害賠償、及びさらに「精神的苦痛、財政的苦痛を故意に与え
たこと、及び捜査と押収から生じた契約関係の妨害を理由とする損害賠償」を
求めた（4）。7 月 10 日の審理の後、裁判所は、法廷で被告勝訴の裁判を言い渡し、
口頭で正式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容した。なぜなら、その事
件は争いのある事実（警察署は、すべての財産を返還し、かつ 18 万ドルは押
収しなかったと主張したことを含め）を含んでおり、それゆえ、被告は行為す
べきなんらの明確な法的義務を負わないからであり、その結果、令状の発給を
認めなかった。2012 年 7 月 17 日、裁判所は、申立てを認容する裁判を言い渡し、
請求を棄却し、かつ係属中のすべての請求を処理し、事件を終結させた（5）。
　2012 年 8 月 6 日、Scott らは、再審理の申立てを行い、訴えを変更して 1983
条及び州法の違反を理由とする請求の追加を求めた。Scott らは、訴えを変更
する機会を有しなかったことを根拠に再審理の申立てを求め、それらの追加的
な請求が将来の訴訟において既判事項の原則に基づき遮断される可能性がある
ことを指摘した。
　裁判所は、審理を開かずに再審理の申立てを却下した（6）。変更の申立てに
関する審理において、Scott らは、とりわけ、当事者は、先の審理において原
告らが他の請求を有することを認識しており、また訴えの変更が認められなけ
れば、それらの請求が将来の訴訟において既判事項の原則により遮断されると
いう「大きな可能性」が生じる、と主張した（7）。裁判所は、原告らが「請求
を棄却する判決の登録に合意し、かつその裁判が係属中のすべての請求を処理
し訴訟を終結させることに合意した」ことを指摘し、変更すべきなにものも存
在しないと結論付け、申立てを却下した（8）。
　ミシガン控訴裁判所は、職務執行訴訟の棄却及び申立ての却下を支持した（9）。

（4）	 Mandamus pet.,PID482-502.
（5）	 Order, PID505-066.
（6）	 See Scott v. Mich. State Dep’t, No.312378, 2013WL 6670855, at 2 (Mich. Ct. App. 

Dec. 17, 2013)(per curiam).
（7）	 Sep. 14 Hr’g, PID 960, 965-66.
（8）	 Id. PID 966-70.　
（9）	 See Scott, 2013WI, 6670855.
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変更の申立てについては、裁判所は、変更の申立てを認めなかった事実審裁判
所の裁判は相当である、なぜなら、Scott らは、「明らかに他の可能性のある請
求及び職務執行訴訟に関する裁判所の関心を認識していたにもかかわらず、請
求を棄却する裁判が登録されてから」20 日を経過するまで訴えの変更を申し
立てなかったからであり、また「訴訟を終結させる裁判にさえも同意した」か
らである（10）。裁判所はまた、Scott らの再審理の申立てを却下した事実審裁判
所の裁判を支持し、とりわけ、「原告らの既判事項の原則の主張は、事実審裁
判所の最初の裁判よりも前に行うことができたので、事実審裁判所は、原告ら
の新たなリーガル・セオリーを考慮する義務を負わなかった」と推論した（11）。
　2014 年 2 月 10 日、Scott らは、ミシガン州東部地区連邦地方裁判所に本件
訴訟を提起し、州法、1983 条、及び威力脅迫および腐敗組織に関する連邦法
(RICO 法 ) の違反を主張した。訴状における事実上の主張は、州の職務執行訴
訟におけるものとほぼ同一であるが、西部ウェーン窃盗担当部の警察官らが家
宅捜索の後に、Scott らを威圧するような形で捜査を継続したという主張が追
加された。訴えは、被告として Reif, Collins, ミシガン州、DRANO に参加し
たいくつかの市 (cities) 、ウェーン窃盗担当部に参加した氏名不詳の警察官、
及び Gene レッカー車会社を挙げた。
　数名の当事者について、合意による再訴可能な却下がなされた後、Reif、
Redford 市警察署、Redford 市、及び Collins が、連邦民訴規則 12(C) 項によ
る訴答に基づく判決の申立てを行い、Scott らの請求は、既判事項の原則によ
り遮断される、と主張した。審理の後、地方裁判所は、棄却（却下）の申立て
を認容した。
　Scott らは再審理の申立てを行い、とりわけ、ミシガン裁判所規則 3.301(B)（原
告らの主張によれば、その規則は、特別令状による訴訟では、請求の併合を任
意的なものとしており、必要的なものとはしていない）が既判事項の原則を適
用しないものとしているとする原告らの主張を、地方裁判所が取り上げなかっ
たのは誤りである、と主張した。彼らはまた、もし地方裁判所が再審理の申立
てを却下した場合は、中間上訴の許可を求める申立てをも行った。

（10）Id. at 4.

（11）Id. at 5.
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　2015 年 3 月 31 日、地方裁判所は、両方の申立てを却下し、再審理の申立て
については、「原告らは、先に裁判所に提出されたものと同一の主張を蒸し返
すものであり、かつ裁判所が判断を誤った明白な瑕疵を指摘しなかった」、と
結論付けた（12）。その後、当事者は、残る被告の大部分についての却下に合意
した。
　2015 年 4 月 29 日、裁判官は、裁判所に係属している Scott らの最後の申立
てである 4 名の新たな被告を追加するための訴えの変更の申立てを却下した。
その後、当事者らは、残る最後の被告である Gene レッカー車会社についての
却下に合意した。本件控訴が提起された（13）。控訴裁判所は、控訴を棄却し、
次のように判示した。
　「・・・Scott らは、地方裁判所が被告らの 12 条 (C) 項の申立てを認容し、
彼らの請求が既判事項の原則により遮断されると認定したのは誤っている、と
主張する。
　A.　当裁判所は、覆審的に、連邦民訴規則 12 条 (C) 項による訴答に基づく
判決の申立てを認容した地方裁判所の裁判を審査する・・・。
　州裁判所における判決の遮断効を検討する際、連邦裁判所は、当該州の法準
則に注目し、『その判決に対して、判決言渡し州における法準則により付与さ
れるのと同一の遮断効』を付与しなければならない・・・。ミシガン法によれ
ば、既判事項の原則、または請求遮断効は、以下の要件を満たす場合、後訴を
遮断する。すなわち、（１）前訴は本案について裁判されたこと、（２）両訴訟
が同一の当事者または彼らの関係人を含むこと､ および（３）後訴における事
項が、前訴において解決されまたは解決することができたこと、である・・・。
　Ｂ．控訴審における最初の準備書面において、Scott らは、州裁判所の職務
執行訴訟は本案について裁判がなされたことを認めている (Scotts’ Br. 41〔ミ
シガン州１審裁判所は、州裁判所の訴訟を本案について裁判し、ミシガン控訴

（12）Order, PID1543-46.
（13）2015 年 7 月 20 日、Scott らは、当該事件における終局的裁判及び「それに基づく

すべての裁判」に対して､ 控訴を提起した (Notice of Appeal, PID1698) 。2015 年 8
月 14 日、彼らは、控訴通知書を変更して、合意に基づく却下を除いた終局的裁判
及び「それに基づく上記の訴訟におけるすべての裁判」に対して控訴を提起するも
のとした。See 659 Fed.Appx.338 n.5 (2016).
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裁判所は、この裁判を支持した。〕) 。それゆえ、当裁判所は、口頭弁論期日
において Scott らが遅れてこの争点を争おうとしているにもかかわらず、この
争点を取り上げない・・・。同様に、Scott らは、準備書面において、連邦上
の訴訟は異なる被告らを挙げている点に言及し、また大まかな一文において『被
告らは同一の当事者または彼らの関係人の要件を満たしていない』と主張して
いるが (Scotts’ Br.41)、彼らは、何らかの議論または先例の引用により、この
主張を根拠付けていない。さらに、Redford 市（職務執行訴訟では当事者とさ
れておらず、既判事項の原則に基づく却下を認容された唯一の当事者）は、答
弁書において、自らが Reif、Redford 警察署警察官と当事者的関係人の地位
にある、と主張し、Scott らは、これに対する再答弁書を提出しなかった。そ
れゆえ、Scott らの当事者的関係人に関する主張も放棄された・・・。したが
って、当裁判所は、控訴により Scott らが異議を申し立てた既判事項の要件、
すなわち本件請求を州裁判所の職務執行訴訟において提起しかつ解決すること
ができたかどうかの検討に進む。
　C.　既判事項の原則の第三の要件は、後訴において争われた事項が、前訴に
おいて解決されまたは解決することができたかどうかに注意を向ける（14）。こ
の要件が充足されるかどうかを判断するために、ミシガン州は、広い『事件の』
基準を使用しており、それによれば、『異なる種類またはセオリーの救済の主
張は、もし単一の主要事実の集合体が救済の主張を生じさせるときは、依然と
して単一の訴訟原因を構成するものとされている（15）』。『事実の集合体が既判
事項の原則との関係で一つの事件を構成するかどうかは、それらの事実が時間、
場所、原因または動機の点で、関連性を有するかどうかを考慮することにより、
及びそれらが適切な審理の単位を構成するかどうかを考慮することにより、実
用的に判断されなければならない（16）』。ミシガン州裁判所は、既判事項の原則
を広範囲に適用し、すでに争われた請求だけでなく、『同一の事件から生じ、

（14）Adair v. State, 470 Mich. 105, 680N.W.2d at 396(2004).
（15）Id. at 397(quoting River Park,Inc. v. City of Highland Park, 184Ill.2d 290,234Ill. Dec. 

783, 703N.E.2d 883, 891(1998)).
（16）Id. at 398(emphasis and alteration in original)(quoting 46 Am.Jur. 2d Judgments 

533, p801);see also Marketplace of Rochester Hills Parcel B LLC v. Comerica Bank, 
498 Mich. 934, 871N.W.2d 710(2015).. 
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当事者が適切な注意を払えば提起することができたがしなかったすべての請求
を遮断する（17）』。
　ミシガン州法または連邦法は、Scott らが本件請求を州裁判所の職務執行訴
訟において併合提起することを妨げなかった。ミシガン州巡回裁判所は、一般
的管轄権を有する裁判所であり（18）、州の職務執行訴訟に関する規則は、職務
執行令状を求める訴訟において、他の請求の併合を許容している（19）。連邦訴
訟の訴訟原因記載項目の第１から第６及び第９は、州法及びコモンロー上の不
法行為及び契約に基づく訴訟であり、それらは、巡回裁判所において『解決す
ることができた』。巡回裁判所はまた、1983 条の違反を主張する第７及び第８、
及び威力脅迫および腐敗組織に関する連邦法の違反を主張する第１０の訴訟原
因記載項目について、競合管轄権を有した。
　さらに、州職務執行の訴えと連邦法上の訴えは、双方とも 2012 年の Best 
Way 及び Scott らの自宅の家宅捜索から生じた事実を主張している。また、
連邦上の訴えは、その後の関連した捜査に関する州の主張をも行っているが、
Scott らは、なぜこれらの事実が家宅捜索に関する時間または場所の点で関連
性を有していないのか、またはなぜそれらが適切な審理の単位を構成しなかっ
たのかについて、何らの主張も行わなかった。それどころか、Scott らは、本
件請求を職務執行訴訟に併合提起することができなかった、なぜなら、１）州
裁判所が違法に職務執行訴訟において訴えの変更を許可しなかったからであ
り、また２）職務執行訴訟における他の請求の併合は、任意的であり､ 必要的
なものではないからである、と主張する。当裁判所は、次にこれらの主張につ
いて検討する。
　１．変更の申立ての不許可　　
　Scott らは、本件訴訟は、州裁判所の訴訟において解決することはできなか
った、なぜなら州裁判所が違法に変更の申立てを認めなかったからである、と
主張する。しかしながら、州裁判所が Scott らの変更の申立てを許可しなかっ

（17）Adair, 680N.W.2d at 396；see also Dart v. Dart, 460Mich. 573, 597N.W.2d 	
　　　82,88(1999): Gose v. Monroe Auto Equip. Co.,409Mich. 147, 294N.W.2d 165, 167-
　　 69(1980).

（18）See Mich.Comp.Laws 600.605.
（19）See Mich. Ct. R. 3.301(B).
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た点が誤っていたとしても、Scott らは、なぜその請求をより早い時期において、
例えば、彼らが職務執行訴訟を開始したとき、被告が正式事実審理に基づかな
い裁判の申立てをしたとき、または州の事実審裁判所が職務執行訴訟は適切な
救済方法ではないと考えたことが明らかになった正式事実審理に基づかない裁
判の審理の時点において、提起することができなかったのかの根拠を挙げなか
った。さらに、彼らは、州裁判所の変更の不許可が既判事項の原則の適用を妨
げるとの前提に立つ先例を何ら摘示していない。主張に際し、Scott らの訴訟
代理人は、Scott らが職務執行訴訟において本件請求を併合提起する妨げるも
のは何もなかったが、重要な点は、原告らがそれらの請求を主張しなければな
らない「最後の機会」であったと主張した（20）。しかしながら、その訴訟代理人は、
そのような主張を根拠付ける何らの先例も引用しなかった（当裁判所も、その
ような先例を知らない）。
　２．任意的併合
　Scott らは、次に、既判事項の原則は適用されない、なぜなら、彼らは職務
執行訴訟において本件請求を併合することはできるとしても、併合は要求され
ないからである、と主張する。これに関連して、併合が任意的であるか必要的
であるかは、ミシガン裁判所規則上は明確ではなく、またミシガン州裁判所は、
職務執行訴訟における併合を規定する Mich. Ct. R. 3.301(B) が、なんらかの必
要的併合を規定しているのか、そうではなくすべての併合を任意的なものとし
ているかについて取り上げてこなかったように思われる。
　しかしながら、当裁判所は、この争点についてさらに審理する必要はない、
なぜなら、ミシガン州裁判所は、請求の併合が必要的ではない場合、既判事項
の原則は適用されない、との主張を採用してこなかったからである。例えば 、
Danou Tech. Park, L.L.C. v. Fifth Third Bank 事件（21）(「必要的併合のルー
ルが適用されないとしても、Danou Technical は、広く適用される既判事項
の原則により、本件請求を前訴において併合提起することを要求された、と結

（20） See Oral Arg. At 08:21-09:24.
（21） No. 309905, 2014WL 2881028, at 5 (Mich. Ct. App. June 24, 2014)(per curiam) ,  
　　 appeal denied sub nom. Danou Tech. Park, L.L.C. v. Fifth Third Bank,497 Mich. 

905, 856 N.W.2d 54(2014).
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論付ける」); Engle v. Livonia Firefighters Union, Local 1164. 事件（22） ( 原告
が、「MCR 2.203(A) 項に基づき、当該請求の併合を要求されなかった」場合
は、既判事項の原則は適用されない、との見解を採用しなかった )；Boland v. 
C.D. Barnes Assocs., Inc., 事件（23） ( 前訴において、原告は当該請求を反訴と
して提起することができたがその提起を要求されなかったので、既判事項の原
則は適用されるべきではないとの反対意見を採用せず、既判事項の原則が原告
の請求を遮断する､ と判示 ); Rinaldi v. Rinaldi 事件（24） ( 懲罰的損害賠償を求
める訴えについて、原告が、前訴において被告に対して「規則により懲罰的損
害賠償を求める反訴・・・または交差請求の提起を要求されなかった」として
も、「もし本件訴訟原因及び請求が前訴に含まれていたものと類似している場
合は、既判事項及びコラテラル・エストッペルの原則が適用されうる」､ と推
論 ) を参照。しかし、Karakas v. Dost 事件（25）( 当該請求が前訴において提起
されなかったとしても、その請求は既判事項の原則により遮断されない、なぜ
なら、その請求は、前訴において任意的反訴として提起することができたもの
であったからである ) をも参照。それゆえ、当裁判所は、この主張が説得力を
有するとは考えない。
　したがって、当裁判所は、Reif, Collins, 及び Redford 市に対する本件請求
が既判事項の原則により遮断される、とした地方裁判所の判決を支持する・・・」。
　本件では、原告が提起した職務執行令状訴訟の前訴終結後、この訴訟と同一
の事件から生じた請求に基づいて原告が後訴を提起することができるかどう
か、また後訴が遮断されるとした場合、その根拠は何かが問題となった。
　まず第一に、職務執行令状訴訟を定める裁判規則 3.301 条は、(B) 項の請求
の併合について、『複数の令状は、独立したまたは選択的な請求として、単一
の訴訟において請求することができる。規則 2.203 に従い、その他の請求は、
一つまたは複数の令状を求める訴訟において併合することができる』、と規定
している。そこで、（ア）(B) 項は、規則 2.203 との関係ではもっぱら任意的請
求併合のルール ( 規則 2.203(B) 項 ) にのみ言及しており、したがって、必要的請

（22）No.244334, 2004WL 817150, at 1(Mich. Ct. App. Apr.15, 2004) (per curiam).
（23）126 Mich. App. 569, 337N.W.2d 581, 581-582(1983).
（24）122 Micg. App. 391, 333N.W.2d 61, 64(1983).
（25）67 Mich.App. 161,240N.W. 2d 743, 748(1976).
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求併合のルール ( 規則 2.203(A) 項 ) は適用されないとの解釈が可能であろう（26）。
この見解によれば、原告は、前訴の職務執行令状訴訟と同一の事件から生じ
た他の請求について後訴を提起することは妨げられないことになるであろう。
次に、（イ）(B) 項は、規則 2.203 との関係では任意的請求併合のルール ( 規則
2.203(B) 項 ) だけでなく必要的請求併合のルール ( 規則 2.203(A) 項 ) をも適用
することを前提としている、との解釈も可能である（27）。この見解によれば、
原告は、前訴の職務執行令状訴訟と同一の事件から生じた他の請求について後
訴を提起することは、必要的請求併合のルール ( 規則 2.203(A) 項 ) により許さ
れないことになるであろう。もっとも、（ウ）控訴裁判所は、本件おいて、仮
に上記（ア）の立場に立って、必要的請求併合のルール ( 規則 2.203(A) 項 ) は
適用されないとしても、なお既判事項の原則により、原告が、前訴の職務執行
令状訴訟と同一の事件から生じた他の請求について後訴を提起することは許さ
れない、との立場に立った（28）。これまでにも、ミシガン裁判所規則上は任意
的反訴のルールが原則であり、連邦民訴規則 13 条のような必要的反訴のルー
ルは採用されていないにもかかわらず、裁判所は、既判事項の原則を通して、
前訴請求と同一の事件から生じ反訴として提起できた請求を別訴として提起す
ることは遮断される、との一連の裁判例を形成しつつあり、本件もこのような
方向性をとった判例として注目される。
　第二に、必要的請求併合のルールまたは既判事項の原則を前提とした場合、
原告の提起した前訴及び後訴の両請求が同一の事件から生じたかどうかの判断
基準として、同一証拠の基準ではなく同一事件の基準を採用し、事実の集合体
が既判事項の原則との関係で一つの事件を構成するかどうかは、それらの事実
が時間、場所、原因または動機の点で、関連性を有するかどうかを考慮するこ

（26）	ミシガン裁判所規則の注釈書は、このような見解を取っていると考えられる。See 4  
　　　R. Longhofer, E. Mckenna, A. Saltzman, & S. Deming, Michigan Court Rules  　
　　 Practice Text §3301.3(7th ed.2020).

（27）See MCR 3.301(B). 同規則は、「規則 2.203 に従い」とのみ規定しており、(A) 項と (B 
　　 項との区別をしていないからである。

（28）原告が、前訴の職務執行令状訴訟と同一の事件から生じた他の請求の併合を要求さ　　
　　 れるかどうかについては、裁判所規則上明文の規定を欠くためこれを法の欠缺とと
　　 らえ、その部分に判例法上の既判事項の原則を適用するものと考えられる。
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とにより、及びそれらが適切な審理の単位を構成するかどうかを考慮すること
により、実用的に判断されなければならない、とした。その上で、州職務執行
の訴えと連邦法上の訴えは、双方とも 2012 年の Best Way 及び Scott らの自
宅の家宅捜索から生じた事実を主張しており、また、連邦上の訴えは、その後
の関連した捜査に関する州の主張をも行っているが、これらの事実は家宅捜索
に関する時間または場所の点で関連性を有しており、またそれらが適切な審理
の単位を構成したことを指摘した。
　第三に、必要的請求併合のルールまたは既判事項の原則を前提とした場合、
原告は、前訴において、同一の事件から生じた被告に対する他の請求を追加的
に併合することを義務付けられる（必要的追加的変更）。もっとも、本件にお
いて控訴裁判所が判示したように、前訴請求を棄却する裁判が登録されてから
20 日を経過した後に訴えの変更を申し立てることは明らかに許されないであ
ろう。必要的請求併合のルールは、被告を応訴の煩から守ることを目的の一つ
としており、必要的追加的変更の申立ては前訴の終結前に提起されなければな
らないからである。
　　(37) Stanton v. Auto Owners ins. Co.（29）

　2011 年 7 月 21 日、未成年者であった Colton Brooks は、Stanton 農場で「サ
クランボ収穫機」を運転中に負傷した。Brooks がサクランボ収穫機を運転中、
収穫機が転倒して木にぶつかった。「座席」がサクランボ収穫機から脱落し、
Brooks の足が機会と木との間に挟まれ押しつぶされた。その衝撃で、彼の足
の骨数本を骨折し、膝靱帯を負傷した。
　Brooks は、Leelenau 巡回裁判所において、Stanton 農場、Terry Stanton, 
Greg Stanton, 及び Todd Stanton に対して訴えを提起した。最初の訴状にお
いて、Brooks は彼が「orchard の労働者として、雇用の範囲及び過程におい
て」負傷した、と主張した。変更された訴状において、Brooks は、Stanton 
OrchardsとDonna Stantonを被告に追加し、彼は、「ボランティアかつ（または）
被用者である」、と主張した。
　原告らは、被告が発行した農場向け（farm-pak）保険証券に基づき、補償
及び Brooks らの提起した訴訟において彼らを防御するよう求めた。被告は、

（29）WL 6269614 (2016).
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権利を留保して、人身損害に基づく訴えにおいて原告のための防御方法を提出
した。それと同時に、被告 Auto Owner は、Leelenau 巡回裁判所において、
当該保険証券は、基本となる人的損害に基づく訴えについて、Auto Owner に
補償や防御義務を負わせるものではないことの宣言を求める宣言的判決を求め
る訴えを提起した。Auto Owner は、Brooks 氏は負傷した日 Stanton の被用
者であり、かつ当該保険証券の人的損害に対する保険対象は、明らかに被用者
の身体損害に対する補償を除外していた、と主張した。Stanton らは、その訴
状に対して、Brooks 氏は被用者ではなく、その排除は不適当である、と答弁
した。彼らは、またこの点を積極的抗弁として主張した。Stanton らはまた積
極的抗弁として、被告は、「被保険者らに対する忠実義務に違反して、証券上
の防御方法を証明しようとする不利な行為により」、補償の範囲の除外を放棄
しまたは禁止される、と主張した。
　2013 年 1 月 15 日、陪審は、基本となる訴訟において Brooks に有利な認定
を行い、彼に 397,490 ドルの損害賠償額を付与した。判決の申出に従い、2013
年 8 月 21 日、Leelenau 巡回裁判所は、Auto Owner の宣言的判決を求める
訴えにおいて、「合意及び却下の裁判（30）」を登録した。その記録は、当事者
の合意の詳細を明示していないが、当事者らは、最終的に、Auto Owner が
Brooks に対して 300,000 ドルを支払い、その訴えは却下される、という内
容の合意に達した。判決の申出は、以下のように述べていた。すなわち、被
告 Stanton Orchards は、Leelenau 巡回裁判所事件番号 12-8743-NI における
2013 年 3 月 6 日の判決に基づいて、MCR2.405 に従い、Colton Brooks に対す
る各当事者の責任に関してそれぞれ、原告が被告を防御しかつ被告に補償する
義務を負うとする内容の和解及び判決登録についての合意を申し立てる、とい
うものであった。却下の裁判は、その事件は、「不利益を伴う却下であり、い
ずれの当事者も訴訟費用の負担を負わない」、と述べている。その合意は、原告、
被告及び Brooks を代理する弁護士により署名されている。
　2014 年 7 月 22 日、原告らは、Grand Traverse 巡回裁判所に、本件訴訟
を提起した。彼らは、以下のように主張した。すなわち、「Stanton を防御し

（30） この却下の裁判は、判旨が後に指摘するように、不利益を伴う却下、すなわち棄却
の裁判を意味している。See id.
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かつ補償する義務を履行せずに」、被告 Auto Owner は、「負傷した者が被告
の保険証券上の意味における被用者であり、かつ被告は、負傷者が無償労務
の提供者であることを知りまたは知るべきであったにもかかわらず、なんら
Stanton を防御しかつ補償する義務を負わないという架空の事実を主張するこ
とにより、［原告に対する］法律上及び契約上の義務に違反した」、と。その訴
えは、被告の義務違反により、原告が、自らを防御するため自らの訴訟代理人
を雇うための所得喪失や自己負担費用という損害や、例えば、不安、屈辱及び
困惑といったその他の損害を被ったと主張した。
　2014 年 10 月 30 日、被告は、MCR2.116(C)(7) を根拠とする正式事実審理に
基づかない裁判の申立てを行い、原告らの請求は既判事項の原則により遮断さ
れる、と主張した。被告は、次のような理由で、既判事項の原則の要件が充
足されている、と主張した。すなわち、（1）被告が原告らに対して提起した
Leelenau 巡回裁判所における宣言的判決を求める訴えは、本件訴訟と同一の
当事者を含んでおり、（2）Leelenau 巡回裁判所における宣言的判決を求める
訴えは、本案について解決され、また（3）本件訴訟は、Leelenau 巡回裁判所
における宣言的判決を求める訴えにおけると同一の一組の主要事実から生じた
からである。被告は、ミシガン州における既判事項の原則についての広範囲な
事件のアプローチによれば、被告の補償範囲及び防御の義務に関するすべての
争点は、前訴の宣言的判決を求める訴訟において、反訴として提起されるべき
であった、と主張した。原告らは、「ミシガン州は、必要的反訴を有する州で
はなく」、かつ後訴は、被告の提起した前訴の宣言的判決を求める訴えにより
遮断されなかった、と主張した。原告らはまた、訴えを変更する申立てを提出
した。
　事実審裁判所は、もし裁判所が訴えの変更の申立てを却下するとすれば、既
判事項の原則に関する被告の正式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容す
るとの裁判を登録した。被告は、訴えの変更は認められるべきではない、なぜ
なら、訴えの変更に基づく請求は、ミシガン州法によれば、根拠を有しないか
らである、と主張した。事実審裁判所は、後に変更の申立てを認め、それは、「正
式事実審理に基づかない裁判に代えて、訴えの変更の申立てを利用するもので
はない」が、原告らに対して、「彼らが有益でないと判明する方向に進み」、制
裁を課される可能性がある、と警告した。
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　変更された訴えは、以下のような主張を行っていた。すなわち、被告は、原
告らに対して農場向け (farm-pak) 保険証券が、被用者に対する責任（それは、
原告らの主張によれば、小規模農家が直面する最も大きな責任リスクの一つで
ある）をその対象としなかったことを伝えなかったことにより、忠実義務に違
反した、と・・・。
　変更された訴えはまた、原告らが被告に対して当該請求は未成年のボランテ
ィアによるものであることを助言したが、被告はそれが被用者によるものであ
ると違法に主張したこと、また被告はその証券が「未成年者、違法な被用者、
およびボランティアその他に対する原告らの責任について、原告らを防御し補
償する義務を排除しなかった」ことを知っていた、と主張した。さらに、変更
された訴えによれば、被告が原告らの訴訟代理人の選任を遅延させたことによ
り、当該請求の防御に重大な不利益が生じたこと、被告は、審理において原
告らの一部の者のみの防御のため訴訟代理人を雇用したこと、および被告が
Leelenau 巡回裁判所における宣言的判決を求める訴えを提起したこと、が主
張された。変更された訴えの請求原因 2 では、原告らは、とりわけ、以下の点
により、被告は原告らに対する義務に違反した、と主張した。すなわち、利益
の相反する弁護士を彼らの訴訟代理人に選任したこと、なぜなら、これらの弁
護士は、被告の被保険者の補償範囲に関する事項について、被告をも代理して
いたからである；評決が言い渡されるまで、数名の原告を弁護しなかったこと、；
および原告らの同意なしに原告らの秘匿情報を獲得し、その後、それらの情報
を Leelenau 巡回裁判所における宣言的判決を求める訴えにおいて利用したこ
と、である。
　被告は、再度、正式事実審理に基づかない裁判の申立てを行った。被告は、
既判事項の原則に関する論拠を再度主張するとともに、さらに、変更された訴
えにおける両請求原因は、何らの理由もなく、MCR2.116 (C)(8) および (C)(10)
に基づき却下されるべきである、と主張した。
　事実審裁判所は、変更された訴えの請求原因 1 について、既判事項の原則を
根拠として、正式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容した。事実審裁判
所は、ミシガン州法の下では、反訴は必要的なものではない、との原告の主張
に同意した。事実審裁判所は、「当事者は、反訴請求を別訴において訴訟追行
することができるが、積極的抗弁として提起された請求、または先に反訴とし
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て提起された請求は、既判事項の原則により遮断される」ことを指摘した。裁
判所は、続けて、原告らは、前訴において法律上および契約上の義務の違反を
積極的抗弁として提起したので、請求原因１における請求は、既判事項の原則
により遮断される、と判示した。
　請求原因 1 についての (C)(8) に基づく申立てに関して、事実審裁判所は、以
下のように判示した（31）。すなわち、当事者の権利および義務は、合意の条件
に基づくものであり、それゆえ、ある契約に署名した者は、履行が求められる
ならば、彼はその契約書を読まなかったこと、または彼が条件の点で異なって
いると考えた、と述べることはできないのである。さらに、契約書を読まなか
ったことは、契約内容の履行を求める訴訟では、抗弁とはならない。保険者は、
保険証券の文言が公正に唯一の妥当な解釈を導き、かつ公益に反しない限りに
おいて、自由に保険の填補範囲を限定しまたは制限することができる・・・。
　・・・請求原因 2 について、裁判所は、以下のように判示した。すなわ
ち、請求原因 2 において、原告は、被告が故意に、Stanton Farm と Terry 
Stanton を弁護するための弁護士の雇用を遅延させた、と主張する。しかし、
事件番号 2012008743NI において提起された最初の訴状は、Colton Brooks が
Stanton Farm の果樹園労働者として雇用されており、原告らの Farm Pak 保
険証券は、被用者の人損に対する保険上の填補を除外していた。変更された第
二の訴えによれば、2013 年 1 月 9 日に提出され、Brooks はボランティアにす
ぎず、Stanton Farm の被用者ではない、と陳述された。被告は、Brooks が被
用者ではなく、ボランティアであることが明らかになった後直ちに、Stanton 
Farm と Terry Stanton を弁護するための弁護士を雇用した、と反論している。
訴答書面および Farm Pak 保険証券の文言によれば、被告が弁護人の雇用を
遅延させたとの主張は、根拠がない。
　Auto Owners が提供した弁護士が不適切に行動したとの主張に関しては、
事実審裁判所は、保険会社と保険会社の被保険者を代理する弁護士との間には、
弁護士・依頼人の関係が存在しないこと、および弁護士の唯一の忠誠および義

（31） 事実審裁判所は、変更された請求原因 1 の全体が既判事項の原則により遮断される
とした上で、変更の際に新たに追加された事実については、同時に (C)(8) に基づき
却下することもできると判示したものと解される。
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務は、依頼人に対して負うものであることを指摘した。裁判所は、さらに弁護
士が実際に依頼人の利益に相反する行為をしたことを示す何らの記録も存在し
ないならば、その弁護士が依頼人に対する責任を果たさなかったことを推定し
ない、と判示した。
　被告は、続けて、MCR2.114(E), MC2.625(A)(2), および MCL600．2591 を引
用して、制裁の申立てを行った。事実審裁判所は、既判事項の原則は複雑な原
則であることを指摘し、かつ原告らの弁護士は、制裁規定が取り上げようと意
図した、ある種の「反復的な、不注意な」訴訟に従事したわけではなかった、
と結論付けて、その申立てを却下した。以上の判決に対して、控訴が提起された。
　控訴裁判所は、一部を控訴棄却するとともに、一部を取り消し原審に差し戻
して、次のように判示した。
　「事実審裁判所は、訴訟原因 1 について、正当に MCR2.116(C)(7) を根拠と
する被告の正式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容した。『既判事項の
原則は、証拠または重要な事実が同一である場合に、同一当事者間での後訴を
遮断する。後訴は、以下の要件を満たす場合に遮断される。すなわち、（1）前
訴が本案について判断されたこと、（2）後訴で争われている事項が、前訴にお
いて解決されまたは解決することができたこと、および（3）両訴が、同一当
事者または彼らの関係人を含む場合、である』（32）。『ミシガン州の裁判所は、
既判事項の原則を広く適用してきた。裁判所は、すでに争われた請求だけでは
なく、同一の事件から生じ、当事者が適切な注意を払えば提起することができ
たが提起されなかったすべての請求を遮断する』（33）。『当裁判所は、既判事項
の原則との関係では、不利益を伴う訴えの取下げ (voluntary dismissal with 
prejudice) は、本案に関する裁判として効果を有すると判示してきた』（34）。従
って、第一の既判事項の原則の要件は、充足されている。第三の要件もまた充
足されている、なぜなら両事件が同一の当事者を含んでいることに争いはない
からである。従って、『後訴で争われる事項が、前訴において解決されまたは

（32）Dart v. Dart, 460 Mich. 573, 586, 597N.W.2d 82(1999).
（33）Id.
（34）	Limbach v. Oakland Co. Bd of Co. Rd. Comm’rs, 226 Mich. App. 389, 395, 573 N.W.2d 

336(1997).
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解決することができたものである場合』、既判事項の原則により遮断される（35）。
本件の問題は、変更された原告の第二の訴訟における請求が、宣言的判決を求
める訴訟において解決され、または解決することができたかどうか、である。
　宣言的判決を求める訴えは、被告は原告に対して補償する義務を負わない、
なぜなら、Brooks 氏は、被用者であり、かつ保険証券は特に被用者を補償範
囲から除外していたからである、との判決を求めた。原告らは、この主張を、
訴えに対する答弁書においてかつ積極的抗弁として争った。原告らはまた、積
極的抗弁として、被告は補償範囲の拒絶を放棄または禁止される、なぜなら、
それは原告らに対する忠実義務に違反したからである、と主張した。変更され
た訴えの請求原因 1 における不服の主張とは、原告らが Brooks 氏に対する彼
らの責任をも補償の対象となると期待したこと、および被告が、原告らに対す
る忠実義務に違反して、原告らに対してその補償を否定したこと、である。請
求原因 1 は、既判事項の原則により遮断される、なぜなら、それは、宣言的救
済を求める被告の請求を生じさせる同一の取引または事件の一部だからであ
る（すなわち、保険者としての被告と原告との関係、および Brooks 訴訟にお
ける彼らの責任の〔填補範囲の〕問題）。『ある事実の集合体が既判事項の原則
との関係での事件を構成するかは、それらの事実が時間、場所、原因または動
機の点で関連性を有するかどうか、およびそれらの事実が有用な (convenient)
審理の単位を形成するかどうかを考慮して、実用的に判断されなければならな
い』（36）。
　本件では、両事件の基本となる事実は同一である。すなわち、被告は、原告
らの保険者であること；原告らは第三者に提訴され、かつ当該保険契約に基づ
き防御および補償を求めたこと；被告は、補償範囲を争ったこと、である。『前
訴における同一の問題または主題から生じた反訴請求を主張しなかったとき
は、被告は、前訴原告に対する反対請求に基づいて別訴を提起することは、禁
止されるであろう』（37）。『一般に、主たる請求と同一の取引または事件から生

（35）Dart, 460Mich. at 586, 597N.W.2d 82.
（36）Adair v. State, 470Mich.105, 125, 680N.W.2d 386(2004), quoting 46 Am Jur.2d 	   
　	  Judgments 533, p801.

（37）Sahn v. Brisson’s Estate, 43Mich. App. 666, 671, 204N.W.2d 692(1972).
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じた反対請求は、単一の訴訟において併合されなければならない』（38）。
　当裁判所は、MCR2.203 が必要的反訴のルールを含んでいないことを認め
る。しかしながら、既判事項の原則が、依然として、最初の訴訟において反
訴として提起することのできた後訴請求を遮断するように作用するであろう。
Sprague v. Buhagiar 事件（39）では、原告は、被告に対して、被告が 6 個の賃
貸物件のうち 2 個について使用禁止を導くような法典の違反を原告に連絡しな
かったことを理由に、詐欺、不実表示および善意不実表示に基づき、6 個の賃
貸物件についての土地売買契約の取消しを求める訴えを提起した（40）。原告が
答弁を行わなかった原告に対して提起された前訴において、被告は、没収命令
および不動産を被告らに引き渡すものとする引渡し令状を得ていた（41）。当裁
判所は、被告らは、原告の取消訴訟において、既判事項の原則に基づいて、正
式事実審理に基づかない裁判を受けることができる、と判示して、以下のよ
うに述べた。すなわち、主張された詐欺および不実表示は、明らかに地方裁
判所の簡易占有訴訟手続に対する反訴として提起することができたであろう。
MCR4.201(G). さらに、抗弁または積極的抗弁として、原告らの請求は、前訴
において提起されなければならなかったし、さもなければ、それらは放棄され
る。MCR2.111(F)(2) および (F)(3)(a). それゆえ、この州の広い既判事項の原則
によれば、原告の請求は遮断される（42）。
　それにもかかわらず、原告らは、前訴が棄却された宣言的判決を求める訴訟
であるときは、既判事項の原則は適用されない、と主張する。彼らは、当裁判
所が、以下のように述べる判決のリステイトメントの 33 条を採用すべきであ
る、と主張する。すなわち、当事者の権利またはその他の法律関係を宣言する
ために提起された訴訟における有効なかつ終局的判決は、当事者間の後訴にお
いて宣言された事項、および争点遮断効のルールに従い、その訴訟において実
際に争われかつ判断された争点について最終的な効果を有する。

（38）Salem Indus., Inc. v. Mooney Process Equip. Co., 175 Mich. App. 213, 215-216, 437  	
 N.W.2d 641(1988).

（39）213Mich. App.310, 539N.W.2d 587(1995).
（40）Id. at 312, 539N.W. 2d 587.
（41）Id. 
（42）Id. at 313, 539N.W.2d 587.
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　しかしながら、Adair 事件（43）における多数意見は、この見解は採用され
るべきでないことを示唆している。その事件では、原告である学区および納
税者らが、州は憲法第 29 条第 9 項（1963）, 通称 Headlee Amendment に従
い、財政的支援を行う義務に従わなかったことを宣言する判決を求めた。前訴
で、資金不足を主張していた原告について、ミシガン州最高裁は、彼らの本件
訴訟は既判事項の原則により遮断される、と判示した（44）。裁判所は次のよう
に指摘した。すなわち、『もし、当裁判所が、Kelly 裁判官の少数意見に従い、
Headlee 宣言判決訴訟をそもそも一般的な既判事項の原則から除外するとすれ
ば、当裁判所は、原告が訴えを変えるだけで、州を潜在的に限りのない多数
の請求に応訴させなければならなくなる』（45）。既判事項の原則に関する Kelly
裁判官の少数意見は、その一部が判決のリステイトメントの 33 条に基づいて
おり、『宣言的判決を求める救済に関する一般原則とは、既判事項の原則は、
もっぱら『宣言された事項』および『その訴訟において実際に争われかつ判断
された争点のみに適用される』と判示したであろう』（46）。
　Adair 事件では、裁判所は、Headlee Amendment に基づく宣言的判決を求
める訴訟は、同一当事者による将来の宣言的判決を求める訴訟を遮断するであ
ろう、と判示した。裁判所は、前訴が宣言的判決を求める訴訟である場合、明
らかに既判事項の原則が適用されることを前提としているように思える。他の
ミシガン州の判例も、前訴が宣言的判決を求める訴訟である場合、明らかに既
判事項の原則が適用されることを前提としている。例えば、Hofmann v. Auto 
Club Ins. Ass’n 事件（47） ( なぜなら、ミシガン州の裁判所は、「宣言的判決を
求める訴訟において、必要なまたは適切な金銭賠償を付与する権限を有するの
で」、放棄または既判事項の原則との関係で、宣言的判決を求める訴訟とその
他の民事訴訟とを区別することは意味がない )；Schwartz v. City of Flint 事
件（48） ( 被告の地域地区規制条例の適用による憲法違反の財産の収用を理由と

（43）470Mich. 105, 680 N.W.2d 386.
（44）Id. at 126, 680 N.W.2d 386.
（45）Id.
（46）Id. at 137, 680N.W.2d 386(Kelly, J., concurring in part and dissenting in part).
（47）211Mich. App.55, 90, 535N.W.2d 529(1995).
（48）187 Mich. App. 191, 466N.W.2d 357(1991).
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する金銭賠償を求める請求は、土地利用に関する条例が憲法違反であること
の確認を求める宣言的判決を求める前訴において提起されるべきであった )
がある。
　原告らは、リステートメントの採用する考え方は、『賢明な』考え方である
と主張し、この見解を採用する他の法域の判例の長い一覧表を引用している
が、当裁判所は、この考え方は、Adair 判決により拒絶されたものと結論付け
る。最高裁は、直接にはこの問題を取り上げなかったものの、原告が当裁判所
にその適用を求めているリステートメントの条項の適用を検討しかつ否定し
た。それゆえ、当裁判所は、問題となる前訴が宣言的救済を求める訴訟である
場合でも、既判事項の原則が同様に適用される、と結論付ける。これは、論理
的に、ミシガン州における広い既判事項の原則の考え方およびミシガン州にお
ける訴答と併合の規則に適合している。既判事項の原則を考慮する場合の重要
な検討事項とは、遮断の対象となる請求が、前訴において提起することができ
たかどうか、である。裁判所規則は、同一の訴訟において、当事者が宣言的判
決を求める救済と金銭賠償の双方を求めることを認めているので、既判事項の
原則との関係でこれらの訴訟類型を区別するなんらの論理的な理由も存在して
いない。言い換えれば、原告が宣言的判決を求める訴えを提起するときは、被
告は、同一の訴訟において原告に対して有する反訴請求を提起することができ
る。同一の取引または事件から生じ提起することができたが提起されなかった
請求は、既判事項の原則の効果により遮断されるのである。
　当裁判所は、請求原因 1 は、既判事項の原則により遮断されると結論付けた
ので、MCR2.116(C)(8) により正式事実審理に基づかない裁判が認められるか
どうかについては判断しないものとする。それに代えて、当裁判所は、もっ
ぱら請求原因 2 について MCR2.116(C)(8) に基づいて適切に正式事実審理に基
づかない裁判がなされたか、または MCR2.116(C) (10) に基づいて適切に正式
事実審理に基づかない裁判がなされるべきであったかどうかについて検討す
る・・・（49）」。　
　本件では、農場で負傷した労働者が農場に対して損害賠償を求めて訴えを提
起したため、農場が保険会社に対して防御及び補償を求めたところ、保険会社

（49） 請求原因 2 についての判示は、事実審裁判所の判示とほぼ同一であるので、ここで
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が農場に対して補償や防御義務を負わないことの宣言を求める宣言的判決を求
める訴えを提起した。この訴訟において農場側は、積極的抗弁として、保険会
社は、その労働者は保険証券上の被用者に対する適用除外条項に該当する者で
あると主張することにより忠実義務に違反したので、補償範囲の拒絶を放棄し
または禁止されると主張したが、反訴の提起は行わなかった。この訴訟の終了
後、農場（原告）が保険会社（被告）に対して本訴を提起し、保険会社は、農
場を防御しかつ補償する義務を履行せずに、負傷した者が原告の保険証券上の
意味における被用者であり、かつ保険会社は、負傷者が無償労務の提供者であ
ることを知りまたは知るべきであったにもかかわらず、なんら農場側を防御し
かつ補償する義務を負わないという架空の事実を主張することにより、農場に
対する法律上及び契約上の義務に違反した等、と主張した。この訴訟において、
原告の提起した本訴は、被告の原告に対する宣言的判決を求める前訴において
反訴として提起すべきであったのであり、したがって、本訴の提起は許されな
いものであるかどうかが問題となった。
　そこで、この点について検討すると、まず第一に、ミシガン州裁判所規則
2.203(B) 項によれば、被告が原告の提起した前訴において反訴を提起するかど
うかは被告の意思に委ねられるものとする任意的反訴のルールが採用されて
おり、連邦民事訴訟規則 13 条のような必要的反訴のルールは採用されていな

は省略する。なお、MCR2.116(C)(8) に基づく正式事実審理に基づかない裁判の申立
ては、訴えの法律上の十分性を判断する。また、MCR2.116(C) (10) は、一般的に、
重要な事実についての真正な争点が存在せず、かつ申立当事者が法律問題として判
決を求めることができる場合に、正式事実審理に基づかない裁判をすることができ
ることを定める。この点に関連して、控訴裁判所が、同一の事件の判断基準について、
同一証拠の基準を採用するのか、同一事件の基準を採用するのかが必ずしも明確で
はない（判決理由において、「既判事項の原則は、証拠または重要な事実が同一で
ある場合に、同一当事者間での後訴を遮断する」と指摘する一方、同一事件の基準
を採用する Adair 事件判決を引用）。したがって、前者の同一証拠の基準を採用し
たとすれば、請求原因 2 は事実関係が異なるともみることができ、既判事項の原則
によって遮断されないので、MCR2.116(C)(8) 及び MCR2.116(C) (10) に基づく却下の
申立てが適切である、と考えられる。これに対して、後者の同一事件の基準によれば、
請求原因 2 の事実は請求原因 1 の事実と異なってはいるが、両者は関連性を有して
おり、既判事項の原則の対象となるように思われる。
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い。したがって、被告が前訴において反訴を提起するかどうかは被告の自由で
あるとされている。もっとも、第二に、被告が原告の提起した前訴において
反訴を提起したときは、被告は、ミシガン州裁判所規則 2.203(A) 項に基づき、
当該反訴請求と同一の取引または事件から生じたその他の請求をその反訴請求
と併合して提起しなければならないものとされ、前訴で併合されなかった反訴
請求に基づき後訴（別訴）を提起することは、必要的請求併合のルールに基づ
き遮断されることになる。これに対して、近時、被告が前訴において原告の請
求と同一の取引または事件から生じた反対請求を有する時は、被告は、裁判所
規則によってはなく判例法上の既判事項の原則により当該反対請求を反訴とし
て提起しなければならず、その訴訟において反訴として提起されなかった請求
を後訴（別訴）として提起することは既判事項の原則により遮断されるとする
下級審の判例が形成されつつあり、実質的に必要的反訴のルールを採用したの
と同一の結果を生じさせているように思われる。本件においても、第 1 審裁判
所及び控訴裁判所の双方がこのような法解釈論を展開しているものと考えられ
る。もっとも、前訴請求と同一の事件から生じたために前訴において反訴とし
て提起すべきであった請求に基づく後訴が遮断されるかどうかの基準として、
1 審裁判所は、被告が前訴において積極的抗弁（または反訴）を提起していた
場合であることを指摘するのに対し、控訴裁判所は、被告が前訴においてなん
らの防御方法を提出しなかった場合でも、前訴請求と同一の事件から生じ前
訴で反訴として提起できた請求に基づく後訴は遮断されるとする Sprague v. 
Buhagiar 事件を指摘していることから、両者の判断基準が若干異なるように
思われる。
　また、本件では、控訴裁判所は、必要的請求併合のルールまたは既判事項の
原則は、原告の提起した前訴が金銭賠償を求める訴えであった場合だけでなく、
本事例のように宣言的判決を求める訴えであった場合にも同様に適用されるこ
とを指摘した。裁判所規則は、同一の訴訟において、当事者が宣言的判決を求
める救済と金銭賠償の双方を求めることを認めているので、既判事項の原則と
の関係でこれらの訴訟類型を区別するなんらの論理的な理由も存在していない
ことを理由として指摘した。
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　　(38) Fizer v. City of Burton（50）

　2013 年 12 月 3 日、原告 Kenneth Fizer は、当裁判所において、Burton 警察署、
Mt. Morris 警察署、二名の Burton 警察署および Mt. Morris 警察署の警察官
個人（Jim Broughton および Jeff Iski）、およびミシガン州警察官 Jason Sack（こ
れらのすべての者が、本件訴訟においても被告とされている）に対して、本人
訴訟を提起し、彼が 2012 年 12 月 23 日に逮捕され拘束された際、彼の憲法上
の権利が侵害された、と主張した (Fizer Ⅰ事件 )（51）。2014 年 5 月 15 日、裁
判所は、必要な手数料の不払い、または原告が貧困者の資格で訴訟を追行する
ことのできる貧困性を証明しなかったので、その訴えについて不利益を伴わな
い却下の判決を言い渡した。
　その一方で、2014 年 1 月 3 日、Fizer は、今度は州裁判所において、Burton
警察署、および政府と無関係の被告である Smitty’s Towing に対して、別の
本人訴訟を提起した。被告らは、2014 年 1 月 20 日、この事件を当裁判所に
移管 (removed) した (Fizer Ⅱ事件 )（52）。この第二の訴えは、原告の自動車
の押収を争ったものであり、この訴えもまた、2012 年 12 月 23 日における
原告らの停止、逮捕および逮捕した警察官からの逃亡から生じたものであっ
た。原告はこの第二の訴えにおいて、彼が逮捕された後の自動車の押収に際
し、Burton 警察は彼の憲法上のデュープロセスの権利を侵害した、と主張し
た。訴えに対する答弁に代え、被告は、連邦民訴規則 12(b)(6) および（または）
56(c) に基づく却下を申し立てた。2014 年 6 月 16 日、裁判所は、被告の申立
てを認容し、Burton 警察署に対する事件について、不利益を伴う却下の判決
を言い渡した（Smitty’s Towing に対する事件については、訴訟追行の欠缺
を理由に、不利益を伴わない却下がなされた）。重要な点として、被告 Burton
警察署の移管の通知書とともに、州裁判所の記録の一部として裁判所に提出さ
れ、後に被告の却下または正式事実審理に基づかない裁判の申立てに添付され
た、2012 年 12 月 23 日の事件に関する警察署の記録が、当該事件を却下する
際の裁判所の根拠とされた・・・。

（50）WL 6821989(2016).
（51）See Fizer v. Broughton, et al., E.D. Mich. No. 13-14928.
（52）See Fizer v. Burton Police Department, et al., E.D. Mich. No. 14-10786.
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　2014 年の訴えについての不利益を伴う却下判決にもかかわらず、2015 年 9
月 18 日、原告 Fizer は、訴訟代理人を通して、2012 年 12 月 23 日の事件から
生じたさらに第三の訴訟（Fizer Ⅲ事件）を提起し、停止、逮捕および当局か
らの逃走に関わった個々の警察官と地方自治体のすべてを被告当事者とした。
この訴えにおいて、原告は、第 4 修正に基づく憲法上の権利の侵害を根拠とす
る 1983 条に基づく請求を主張している（53）。
　Fizer の訴状、および Fizer により提起されかつ当裁判所において争われた
前訴の記録を審査した後、裁判所は、Fizer Ⅲ事件は、既判事項の原則または
請求遮断効の原則により遮断されるであろう、と考えた。それゆえ、2015 年
10 月 29 日、裁判所は理由開示命令を発し、当事者に対して書面で本件訴えに
つき不利益を伴う却下がなされるべきでない理由を示すよう求めた。すべての
当事者が、理由開示命令に対して答弁を行った。裁判所は、既判事項の原則に
基づき原告の請求の全部について不利益を伴う却下判決を言い渡し、次のよう
に判示した。
　「『請求遮断効の原則（既判事項の原則とも呼ばれる）によれば、ある訴訟の本
案に関する終局判決は、当事者またはその関係人がその訴訟で提起されまたは提
起することのできた問題を再度争うことを遮断する』ことは、争いがない（54）。請
求遮断効は、以下の要件を満たす場合に適用される。すなわち、（1）前訴にお
いて管轄権を有する裁判所により本案の終局判決がなされたこと、（2）後訴が、
前訴の同一の当事者または関係人を含んだこと、（3）後訴において、前訴で実
際に争われまたは争われるべきであった問題が提起されていること、および（4）
両訴訟間において、請求の同一性が存在すること、である（55）。ミシガン州法
によれば、その原則は広く適用されており、すでに争われた請求だけではなく、

（53） すなわち、ミシガン州 Burton 市、ミシガン州 Mt. Morris タウンシップ、Burton 市
および Mt.Morris タウンシップの数名の警察官個人、およびミシガン州警察官らに
対して、2012 年 12 月 23 日に原告らに対する停止、逮捕および逮捕した警察官から
の逃亡から生じた 1983 条の警察官の過度な力の行使に基づく本件訴訟を提起した。

（54）Heike v. Central Michigan University Board of Trustee, 573 Fed. Appx. 476, 	
480(6th Cir. 2014)(quoting Rivet v. Rigions Bank of La. 522 U.S. 470, 476(1998)
(emphasis added)).

（55）Id(citing Sanders Confectionary Prods v. Heller Fin. Inc., 973F.2d 474, 480(6th Cir. 
1992)).
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『同一の事件から生じ、当事者が適切な注意を払えば、前訴において提起する
ことができたが提起しなかった』請求をも遮断する（56）。
　当裁判所は、本件において、既判事項の原則の要件が充足されている、と考
える。まず第一に、Fizer Ⅱ事件において、本案の終局判決が言い渡され、そ
れが不利益を伴う却下判決であったことについては、当事者間に争いがない。
それゆえ、既判事項の原則との関係で、第一の要件が充足される（57）。第二に、
原告が、Fizer Ⅱ事件において、第四修正に基づく過度な力の行使を理由とす
る請求を提起することができたことは、争うことができない。実際、その解決は、
M.C.R.2.203(A) 項におけるミシガン州の必要的請求併合のルールの明確な適
用により求められた（58）。M.C.R.2.203(A) 項は、次のように定める・・・。当
該規則の平易な文言によれば、原告の過度な力の行使を理由とする請求は、自
動車の押収と同一の事件、すなわち、2012 年 12 月 23 日の重犯罪容疑による
逮捕から生じた。さらに、それらの請求は、州裁判所が管轄権を獲得すること
のできない第三者を必要としなかったであろう。なぜなら、州裁判所は、原告
の逮捕に関わったいずれの警察官に対しても、対人的管轄権を有したであろう
ことは、争いがないからである。したがって、既判事項の原則に関する第三の
要件は、充足されている。
　しかしながら、原告は、既判事項の原則は適用されない、なぜなら、本件訴
訟のどの当事者も（原告を除いて）、Fizer Ⅱ訴訟では当事者とされていなか
った、と主張する。しかしながら、この主張において、原告は、既判事項の原
則は、もし『後訴が、前訴と同一の当事者または関係人を含むならば』適用さ
れるという点を無視している（59）。既判事項の原則との関係において、『当事者
的関係人』とは、もしある当事者が「他方の当事者と利益について同一視され

（56）Adair v. State of Michigan, 470 Mich. 105, 121, 680N.W. 2d 386(2004).
（57）Pedreira v. Sunrise Children’s Servs., 802 F. 3d 865, 870(6th Cir. 2015) (quoting 

Warfield v. AlliedSignal TBS Holdings, Inc., 267F.3d 538, 542(6th Cir. 2002))( 不利益
を伴う却下は本案の終局判決として機能し、既判事項の効果を有する ).

（58）Fizer Ⅱ事件は、最初にミシガン州裁判所に提起されたので、本件では、ミシガン
州裁判所規則が適用された。See WL 6821989 n.3(2016). See Hendrix v. Roscommon 
Twp., 2004 WL 1197359 at 4 (May 18, 2004).

（59）Heike at 480; Butler v. FCA U.S. LLC, 2015 WL 4756743 at 3 (E.D. Mich. Aug. 11, 
2015).
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るため、前訴の当事者が、後訴の当事者が主張しようとしているのと同一の法
律上の権利を主張している』場合に、認められる（60）。『望まれる結果の同一性
を含め、利益の相互性が、既判事項の原則との関係において、当事者間に関係
人を創設する』（61）。
　本件では、被告らと Burton 警察署（Fizer Ⅱ訴訟において被告とされた
自治体）との間には、当事者的関係人という関係がある。原告は、被告らと
Burton 警察署との間の関係を考慮していない。ミシガン州法によれば、自治
体の警察署は自治体の創設物であり、そのようなものとして個別に訴えるこ
とはできない（62）。第六巡回裁判所は、『ミシガン州における市の警察署に対す
る訴訟は、市それ自体に対する訴訟である、なぜなら、市は適格当事者（実
質的利益当事者）だからである』、と判示した（63）。それゆえ、Burton 警察署
が Fizer Ⅱ事件において被告とされていたが、適格当事者は Burton 市であり、
本件被告とされた者の一人であった。
  さらに、『主張された請求が代理権の範囲内にある場合は、本人・代理人
関係が当事者的関係人の要件を充足することは、争いがない』（64）。被告
Broughton および Laky に対する本件訴訟における請求は、Burton 警察署と
当該警察官との雇用から生じた。それゆえ、これらの当事者間に雇用者・被用
者関係が存在しており、当事者的関係人の関係を十分に確立させる。しかし、
本人・代理人関係が、当事者間において関係人を認定するための唯一の基礎で
はない。Burton（警察署）関係の被告だけでなく、本件において提訴された
その他の地方公共団体および州の被告らも、彼らの実質的な利益の同一性のゆ
えに、Burton 警察署と当事者的関係人としての関係を有する。
　ミシガン州最高裁は、Adair 事件において、既判事項の適用を判断する際に

（60）Adair v. State of Michigan, supra note 56 ; Butler, supra note 59.
（61）ABS Indus., Inc. ex rel ABS Litigation Trust v. Fifth Third Bank, 333 Fed. Appx.  
　　　994(6th Cir. 2009).

（62）See M.C.L.§92.1.
（63）Haverstick Enterprises, Inc. v. Financial Federal Credit, Inc., 32 F.2d 989, 992  
　　　n.1(6thCir.1994)(citing Moomey v. City of Holland 490 F. Supp. 188, 190(W.D. Mich. 

1980).).
（64）ABS Indus., 333Fed.Appx. at 999.
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以下のように説明した。すなわち、当事者的関係人であるためには、他の当事
者と利益を同一にしており、前訴の当事者が、後訴の当事者が主張しようとす
るのと同一の法律上の権利を主張する場合でなければならない。その原則のそ
の他の制限とは、伝統的には、非当事者の利益が、その訴訟の当事者により主
張されかつ保護されるような『利益の実質的同一性』と『基礎となる機能的関
係』である・・・。それゆえ、当事者の完全な同一性は要求されず、もっぱら
前訴の当事者により主張されかつ保護される『利益の実質的同一性』のみが要
求されるのである（65）。Adair 事件は、当事者間において関係人を確立するそ
のような利益に関連した(interest-related)関係を例証している。その事件では、
ある有権者の一団が、Headlee 修正法のある一部を争う訴訟を提起した。その
事件について本案判決がなされた後、第二の別個の有権者の一団が、Headlee
修正法の他の部分を争う類似の訴訟を提起した。両訴訟において異なる個々の
有権者が原告当事者となり、かつ両訴訟の対象は、関連はするが同一ではなか
ったという事実にもかかわらず、最高裁は、二つの原告団の間には当事者的関
係人という関係が存在する、なぜなら、両者は、実質的に同一の利益を追求し
ているからである、と判断した（66）。同じことが、本件においても当てはまる。
すなわち、原告の Fizer Ⅱ訴訟における Burton 警察署に対する主張と、本件
における地方公共団体および州の警察権力を担当する被告らに対する主張につ
いては、『利益の実質的同一性』と『基礎となる機能的関係』が存在しており、
彼らは、お互いに当事者的関係人という立場にたつ。
　最後に、前訴および後訴との間には、請求の同一性が存在している。ミシガ
ン州は、事件の基準を採用しており、それによれば、『異なる種類の救済のセ
オリーの主張は、もし単一の主要事実の集合体が救済の主張を生じさせるとき

（65）470 Mich. at 122-23(citations and some internal punctuation omitted). See also 

Richards v. Jefferson County, 517 U.S. 793, 799, 116 S.Ct. 1761(1996)(「当事者的関
係人」という用語は、現在、その用語の伝統的な定義の範囲には入らなかった訴訟
当事者間における様々な関係を述べるために使用される・・・。当裁判所は、一定
の限定的な状況において、当事者でない者が、同一の利益を有する当事者によりそ
の利益を適切に主張されていた場合、一般的な原則に対する例外を承認してきた ). 
(citations and some internal punctuation omitted).

（66） Id.
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は、依然として単一の訴訟原因を構成する』（67）。裁判所は、実用的なアプロ
ーチを採用しており、『それらの事実が時間、場所、原因、または動機の点で
関連性を有するかどうか、およびそれらが有用な (convenient ) 審理の単位を
形成するか』を考慮する（68）。それゆえ、たとえ原告が異なる訴訟原因または
異なる法的セオリー（視点）を主張するとしても、もしそれらが『共通の核
(common nucleus) を有する主要事実』に基づくならば、それらは同一の訴訟
において提起されなければならない（69）。 
　Buck v. Thomas M. Cooley Law School 事件（70）において、第六巡回裁判
所は、既判事項の原則の適用を支持し、州裁判所の前訴において提起すべきで
あった請求を連邦裁判所において争うことは遮断されるものとした。これらの
訴訟事件のそれぞれにおいて、原告らは、州裁判所に訴えを提起し、それが棄
却された後、連邦裁判所に訴えを提起し、回復 (recovery) に関する異なるセ
オリーを主張しつつ、州裁判所の前訴の係属中に生じ、かつ同一の事件から生
じた請求を主張した。Buck および Dubuc 事件における請求を棄却して、第
六巡回裁判所は、連邦裁判所の後訴請求は既判事項の原則より遮断される、な
ぜなら、原告らは前訴において新たな連邦上の請求を提起することができたか
らである、と判示した。
　Fizer Ⅱ訴訟および本件訴えの審査によれば、本件請求は Fizer Ⅱ訴訟の係
属中に提起することができ、かつ両請求は同一の事実に基づくことが明らかで
ある・・・。原告は、本件請求を Fizer Ⅱ訴訟において提起しなかったので、
本件訴訟は、既判事項の原則により遮断される・・・」。
　本件は、原告が、Burton 警察署を被告として、原告らに対する停止、逮捕
および逮捕した警察官からの逃亡の際になされた原告の自動車の押収に際し、

（67）Adair, supra note 56 at 124.
（68）Id. at 125.
（69）Nguyen ex rel United States v. City of Cleveland, 534 Fed.Appx.445, 451(6th Cir.  
　　　2013) (citing Mich. Bell Tel. Co. v. MCI Metro Access Transmission Servs., Inc., 
	 　323 F.3d 348, 362(6th Cir. 2003) and United Mine Workers of Am. v. Gibbs, 383 U.S. 
	 　715, 725(1966) ). 

（70）597 F.3d 812(6th Cir. 2010) and Dubuc v. Green Oak Twp., 312 F.3d 736(6th Cir. 
2002).
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Burton 警察が彼の憲法上のデュープロセスの権利を侵害したと主張して提起
した前訴について敗訴判決が確定した後、ミシガン州 Burton 市、ミシガン州
Mt. Morris タウンシップ、Burton 市および Mt. Morris タウンシップの数名
の警察官個人、およびミシガン州警察官らを被告として、同一の事件から生じ
た 1983 条の警察官の過度な力の行使に基づく本件後訴を提起した場合、両訴
の被告が異なっているにもかかわらず、後訴が裁判所規則 2.203(A) 項の必要
的請求併合のルールまたは既判事項の原則により遮断されるかどうかが問題と
なった。
　裁判所規則 2.203(A) 項の必要的請求併合のルールは、同一当事者間での後
訴に適用されることを前提としており、したがって、原告が同一の被告に対し
て前訴請求と同一の事件から生じた他の請求に基づいて後訴を提起すること
は、必要的請求併合のルールに基づき遮断されることになる。そこで、本件に
おいても、原告が再度前訴被告と同一の被告である Burton 警察署を被告とし
て、同一の事件から生じた請求に基づく後訴を提起することはこのルールによ
り遮断されることになる。ところが、本件では、原告は、前訴被告と異なる被
告ら（Burton 市および Mt. Morris タウンシップの数名の警察官個人、およ
びミシガン州警察官ら）に対して同一の事件から生じた請求に基づく後訴を
提起しており、したがって、裁判所規則 2.203(A) 項の必要的請求併合のルー
ルは適用されないようにも考えられる。しかし、前訴被告の Burton 警察署と
後訴被告の Burton 市（地方自治体）等との間には、当事者的関係人という関
係があり、両者は実質的に同一の当事者であるとみることができる。であると
すれば、本件において Burton 市（地方自治体）等を被告として提起された後
訴は、前訴被告である Burton 警察署を被告として提起されたものとみること
ができるので、両訴において当事者が同一であることを前提とした裁判所規則
2.203(A) 項の必要的請求併合のルールが適用され、本件後訴は、裁判所規則
2.203(A) 項により遮断されると解することが可能となる。本件での控訴裁判所
の意見も、これと同一の立場に立っているものと考えられる。したがって、原
告は、Burton 警察署を被告とする前訴において（71）、本件において Burton 市（地
方自治体）等を被告とした後訴において提起した請求を含め、同一の事件から

（71）Burton 市（地方自治体）等を前訴の被告とする必要はないと解する。なぜなら、
これらの者に対しては、当事者的関係人の概念を通して、裁判所規則 2.203(A) 項
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生じたすべての請求を併合して提起し、または前訴において追加的変更を行な
うことが必要となると解される。
　これに対して、本件では、第2訴訟と第3訴訟とは厳密には被告が異なるので、
両当事者が同一であることを前提とした MCR2.203(A) 項は適用されないとの
見方も可能であろう。そして、前訴と異なる第三者との関係での統一的な紛争
の解決は、当事者的関係人の概念を前提とした既判事項の原則に基づく判決効
の拡張か、第三者をも当事者としなければならないものとする必要的当事者併
合のルールの適用のいずれかの方法によるものと考えられる。そして、本事例
では、前者の既判事項の原則に基づく判決効の拡張という方法を採用したもの
と思われ、しかも第三者を前訴で併合することは要求されていないから、必要
的当事者併合のルールの問題ではないように思われる。そして、このような両
当事者の利益の実質的同一性から、前訴での手続保障（代替的手続保障）を前
提として、当事者的関係人の概念を通して判決効を第三者に拡張したものと考
えられ、それ以上に第三者に対する併合の問題を論じる必要はないものと思わ
れる。もし、なお、この場合に第三者に対する請求の併合の問題が生じるとす
れば、それはあくまで第三者に対する任意的請求併合および第三者に対する任
意的当事者併合の問題になるものと考えられる。その上で、判例は、第三者に
対する判決効拡張の正当化根拠を追加または補充するものとして、前訴での任
意的請求および当事者併合の可能性が存在した点をも指摘したものとも考えら
れる。
　　(39) Ferguson v. Wines（72）

　2014 年、原告らは、St. Clair 郡において麻薬犯罪により起訴された。原告
らは、刑事事件において彼らを弁護させるため、被告訴訟代理人弁護士を雇用
した。当事者は、契約書に署名したが、その契約書によれば、原告らは、被告
に対して、予備審問までの代理について定額の料金 2,500 ドルを支払い、その

に基づく遮断の効果を及ぼせば（拡張すれば）よいからである。もっとも、任意的
当事者併合のルールに基づき被告とすることは可能であると解する。裁判所規則
2.203(A) 項の必要的請求併合のルールの適用の対象となる請求の併合、請求の変更、
重複訴訟、及び遮断効の範囲の問題のうち、当事者的関係人は、最後の遮断効の範
囲との関係で関連性を有すると考える。

（72）2017WL1103455(2017).
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後 150 ドルの時間給を支払うことを合意した。原告らは、刑事訴訟において有
罪判決を受けた。
　刑事事件の審理の後、被告は、Sanilac 地方裁判所（73A 地方裁判所）に民
事訴訟を提起し（事件番号 15-148-GC）、刑事訴訟の間における未払いの弁護
士費用 4,675 ドルの支払を求めた。Sanilac 地方裁判所において、原告らは、
自ら被告に対して反訴を提起し、被告は原告らが彼らの防御にとり重要である
と思われる幾つかの行為を行わなかったことにより、刑事事件において実質的
に効果的でない援助を行った、と主張した。原告らはまた、裁判所の協議に参
加したと偽り偽証を行い、かつ「明らかに多額の手数料」を請求することによ
り専門家行動に関する裁判所規則（MRPC）に違反した、と主張した。
　その後、被告は、未払いの弁護士手数料に関する請求および原告の反訴に
ついて、正式事実審理に基づかない裁判を申し立て、認容された。とりわけ、
Sanilac 地方裁判所は、MCR2.116(C) (8) に基づき原告の反訴を棄却し、被告
の弁護士手数料を求める請求については、MCR2.116(C) (9) および (10) に基づ
き正式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容した。その後、2015 年 9 月
9 日、原告らは、Sanilac 巡回裁判所に控訴請求を提起し（事件番号 15-36329-
AV）、かつ 2015 年 11 月 2 日、Sanilac 巡回裁判所は、控訴を棄却した。2015
年 11 月 30 日、原告らは、当裁判所に上告請求 (claim of appeal) を提起した。
しかしながら、当裁判所は、管轄権の欠如を理由に上告を却下した。なぜなら、
その裁判は、法律問題として上告が提起できないものであり、かつ、21 日以
内に適時に提起されなかったからである（Wines v. Ferguson, 2015 年 12 月
23 日に登録された控訴裁判所の未公表の裁判〔事件番号 330449〕）。この裁判
において、当裁判所は、原告らは、MCR7.205(G) に基づき上告許可を求める
遅延申立書を提出することにより、上告許可を求めることができたことを指摘
した。しかしながら、原告らは、上告許可を求めるための遅延申立書を提出し
なかった。
　Sanilac 巡回裁判所が地方裁判所の裁判を支持して控訴を棄却した後、原告
らがその裁判に対して当裁判所に上告を提起する前に、2015 年 11 月 13 日に、
原告らは、代理人によらずに、Washtenaw 巡回裁判所において本件訴訟を開
始し、150 万ドルの損害賠償を求めた。原告らは、Washtenaw 巡回裁判所は
管轄権を有している、なぜなら、原告らと被告との契約は、Washtenaw 郡に
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おいて署名されたからである、と主張した。原告らは、被告が刑事訴訟事件に
おける訴訟代理に関する契約書に署名し、その際、被告は、原告が「長い時間
をかけて」弁護士費用を弁済することができ、かつ可能な範囲において弁済を
行うことができることに合意した、と主張した。原告らは、被告が刑事訴訟の
審理において原告らの名誉を毀損し、かつ弁護士費用の支払を求める前訴を提
起することにより、当該契約に違反した、と主張した。原告らはまた、被告が、
ミシガン医療マリファナ法 (MMMA) を認識せずに契約書に署名した、と主張
した。とりわけ、原告らは、以下の請求（それらのすべてが、刑事訴訟手続の
過程における被告の訴訟代理に基づくものであった）を主張した。すなわち、
それらは、詐欺、恐喝、業務上の過失、（および・または）弁護過誤、名誉毀
損、専門家行動に関する裁判所規則（MRPC）の違反、悪意訴追、および「公
正債務取立手続法」の違反、であった。原告らは、彼らが 150 万ドルの損害賠
償を求める権利がある、と主張した・・・。
　2015 年 11 月 19 日、答弁書の提出に代え、被告は、MCR2.116(C) (6) および
MCR2.116(C) (10) に基づき正式事実審理に基づかない裁判の申立てを行った。
被告は、原告らが先に Sanilac 地方裁判所において類似した請求を主張したこ
と、および本件訴訟において生じたすべての請求はそれらの請求と同一の事件
から生じており、それゆえ、MCR2.203(A) 項に規定される必要的請求併合の
要求に基づいて遮断され、かつ既判事項の原則により遮断される、と主張した。
被告は、根拠のない訴訟の提起を理由とする原告らへの制裁を求めた・・・。
2015 年 12 月 23 日、Washtenaw 巡回裁判所は、書面での裁判により、訴状を
審査して口答弁論は不要であり、かつ MCR2.116(C) (8) に基づき被告の正式事
実審理に基づかない裁判の申立てを認容した。この裁判に対して、本件控訴が
提起された。控訴裁判所は、控訴を棄却し、次のように判示した。
　「当裁判所は、覆審的に、正式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容す
べきどうかについて事実審裁判所の裁判を審査する・・・。MCR2.116(C) (8)
に基づく正式事実審理に基づかない裁判は、主張された請求が『法律問題とし
て明らかに強制することができないため、何らの事実上の展開も明らかに賠償
を正当化しない場合に』認められる・・・。
　事実審裁判所が、被告の正式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容した
点に、誤りはなかった。MCR2.203(A) 項は必要的請求併合について適用され、
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それに関連した規定は次のように定める・・・。本件では、原告らの請求は、
刑事訴訟手続において被告が提供した訴訟代理から生じた。Sanilac 地方裁判
所における事件は、同一の訴訟代理に関する紛争を含んだ。それゆえ、原告らは、
この事件に関連した彼らのすべての請求を Sanilac 地方裁判所において提起す
ることを要求されたのであり、本件において、この事件から生じた請求を提起
することを遮断された。MCR2.203(A) 項。さらに、Sanilac 地方裁判所におけ
る訴訟は本案について判断され、本件における事項は、地方裁判所の訴訟事件
において解決することができたのであり、また両訴訟は、同一の当事者を含ん
でいる。したがって、原告らの請求は、既判事項の原則により遮断される（73）。・・・
控訴棄却」。
　本件では、被告から原告に対して弁護士費用の支払を求めて訴えられた前訴
において原告が反訴を提起した事例で、前訴請求認容判決及び反訴棄却判決が
言い渡され確定した後、原告が前訴において提起された反訴請求と同一の事件
から生じた他の請求に基づいて別訴を提起することができるかどうかが問題と
なった。
　この点について、まず第一に、ミシガン裁判所規則 2.203(B) 項によれば、被
告が前訴において反訴を提起するかどうかは被告の意思に委ねられており、任
意的反訴のルールが採用されている。したがって、連邦民事訴訟規則 13 条 (a)
のような必要的反訴のルールは存在していない。もっとも、第二に、被告が前
訴において反訴を提起したときは、ミシガン裁判所規則 2.203(A) 項の規定す
る必要的請求併合のルールに基づき、被告は当該反訴請求が生じたのと同一の
事件から生じたその他の請求を当該反訴請求と併合して提起しなければならな
いものとされている。したがって、前訴において反訴請求として併合提起され
なかった請求に基づき別訴を提起することは、必要的請求併合のルールに基づ
き遮断されることになる。
　本件では、原告が前訴において提起した反訴請求は、刑事訴訟手続において
被告が提供した訴訟代理に基づくものであり、本件における請求もこれと同一
の訴訟代理から生じたものであったため、ミシガン裁判所規則 2.203(A) 項の

（73）Bd. of Cty. Rd. Comm’rs for Cty. of Eaton v. Schultz, 205 Mich. App.371, 375-376; 
521 N.W.2d 847(1994).
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必要的請求併合のルールに基づき、原告はこれらの請求を前訴において反訴請
求として併合提起すべきであったにもかかわらず、これらの請求に基づき別訴
を適したため、必要的請求併合のルールに基づき遮断されたものと解される。
　　(40) Boss v. Peters（74）

　被告は、離婚後の訴訟手続において原告を代理し、とりわけ、育児時間の変
更と養育費の変更を求めた。訴訟の終了後、原告は、未払勘定を支払わなかっ
た。被告らは、原告に対して、2015 年 9 月 21 日頃、第 48 地方裁判所におい
て取立訴訟を提起した。原告は、その訴えに対して答弁を行わなかった。2015
年 11 月 11 日、被告らは、裁判所書記官に債務不履行および欠席判決を要求し
た。原告は、地方裁判所の訴訟に出頭せず、また、地方裁判所の訴えは定額の
支払を求めるものであったため、被告らは、裁判所に欠席判決の申立てを行う
ことを要求されず、欠席判決が書記官により登録された。MCR2.603(2). 同日
の 2015 年 11 月 20 日、債務不履行および欠席判決の双方が、書記官により登
録された。
　2015 年 12 月 17 日、原告は、被告らに対して弁護過誤を理由とする訴えを
提起した。その訴訟で、原告は、被告らが前夫の収入および資産の範囲を判断
しかつ証明するために、必要な開示を行わず、または専門家を雇用しなかった
こと、および原告がその後、子の扶養料を変更できないものとする和解案に合
意するよう、被告らが勧めたことを主張した。答弁書の提出に代え、被告らは、
却下の申立てを行い、被告らが欠席判決を得た地方裁判所における取立訴訟は、
判決後の申立てにおける原告の代理から生じたすべての請求について既判事項
の原則を構成する、と主張した。事実審裁判所はこれに同意し、その根拠に基
づき訴えを却下した。原告は、既判事項の原則に基づき原告の訴訟を却下した
事実審裁判所の裁判に対して控訴を提起した。控訴裁判所は、既判事項の原則
は、提示された状況の下では適用されないとする点に同意して、原判決を取り
消し差し戻し、つぎのように判示した。
　「一般原則として、既判事項の原則は、以下の三つの要件を証明することを
必要とする。すなわち、『(1) 前訴が本案について判断されたこと、(2) 後訴で
争いの対象となった事項が、前訴において解決されまたは解決することがで

（74）WL 4844944 (2017).
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きたこと、および (3) 両訴訟が同一の当事者または彼らの関係人を含むこと』、
である（75）。ミシガン州は、既判事項の原則について『事件』としての見解を
採用したのであり、それゆえ、問題は、両請求における証拠が同一であるかど
うかではなく、当事者が、適切な注意を払えば、同一の事件から生じたすべて
の請求を提起することができたが提起しなかったかどうか、である（76）。
　このコモン・ロー上の原則の目的とは、『多数の訴訟による費用と煩から当
事者を救済し、司法資源を保護し、また矛盾した判決を防止することにより裁
判の信頼性を促進すること』、である（77）。『平和を維持するために、既判事項
の原則は、誠実な者だけではなく、詐欺や不正行為をも保護する。それゆえ、
原告の訴訟事件を遮断することが、既判事項の原則によりもたらされる利益を
保護するかどうかについて、慎重な審理を行った後にのみ援用されなければな
らない』（78）。『既判事項の適用可能性を証明する責任は、その原則を主張する
側にある』（79）。
　歴史的に、既判事項の原則は、一般に前訴原告（またはその関係人）が、同
一の被告（またはその関係人）に対して後訴を提起することを遮断するように
適用されてきた（80）。
　今まさに検討されたような既判事項の原則の目的は、明らかにそのような状
況に適用される。訴訟を提起する当事者は、その時点において関連するすべて
の請求を提起する義務を負う。訴訟を終結させ、その次に同一の事件に基づく
新たな訴訟を提起することは、訴訟代理人および裁判所に対する負担を著しく
増加させ、かつ矛盾した判決を負わせるという危険にさらすのである。

（75）Sewell v. Clean Cut Mgt. Inc., 463 Mich. 569,575, 621 N.W. 2d 222 (2001),quoting 

Dart v. Dart, 460 Mich. 573, 586, 597 N.W. 2d 82(1999).
（76）Adair v. State, 470 Mich. 105, 121, 680 N.W.2d 386(2004).
（77）Allen v. McCurry, 449 U.S. 90, 101 S. Ct. 411, 66 L. Ed. 2d 308 (1980).
（78）Brown v. Felsen, 442 U.S. 127, 132, 99S.Ct. 2205, 60L.Ed. 2d 767(1979).
（79）Richards v. Tibaldi, 272 Mich App. 522, 531, 726N.W.2d 770(2006).
（80）E.g.Senior Accountants, Analysts and Appraisers Ass’n v. Detroit, 60 Mich. App. 

606, 231N.W.2d 479(1975) ; 187 Mich. App. 191, 466 N.W.2d 357(1991); Sherrell v. 
Bugaski, 169Mich. App. 10, 425N.W.2d 707(1988); Svitojus v. Kurant, 293 Mich. 291, 
292 N.W. 637(1940); Northwest Home Owners Ass’n v. Detroit, 298 Mich. 622, 299 
N.W. 740(1941).
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　本件では、被告らは、原告が彼らに対して前訴を提起したとは主張していな
い。むしろ、被告らは、原告が被告らの提起した地方裁判所の取立訴訟におい
て、弁護過誤訴訟を反訴として提起しなかったことにより、原告は当該請求を
提起する機会を失った、と主張している。被告らは、当裁判所が事件の基準を
広く適用して、原告の代金不払いの際に弁護士・依頼人関係の経過の全体が包
含されるように解釈すべきである、と主張する。当裁判所は、この主張を採用
せず、この問題に関する長年に渡る判例を指摘する。
　　Leslie v. Mollica 事件（81）では、最高裁判所がまさにこの問題に言及し
た。最高裁は、次のように判示した。すなわち、専門家（Leslie 事件では、医
師）が、以前の患者に対して取立訴訟を提起した場合、その患者は、医療過誤
に基づく請求をその訴訟において主張することを要求されず、かつ既判事項の
原則により遮断されることなく、後訴でその請求を主張することができる、と
判示した（82）。裁判所によれば、『それらの訴訟において、一方は医師による報
酬を求めるもので、他方は患者による医療過誤を理由とするものであり、それ
らは独立しており、かつ、患者が報酬の支払を求めて提訴されたときに、控除
(recoupment) または反訴の方法で、その請求を排斥しまたは医療過誤の問題
を提出するまでは、そのようなものであり続ける』ものである（83）。裁判所は、
さらに以下のように説明した。すなわち、支払を求められた患者は、以下のよ
うな選択をすることができる。すなわち、彼女は、取立訴訟に対して反訴を提
起することができ、その場合、既判事項の原則が医療過誤を根拠として提起さ
れた後訴に適用されるであろう。あるいは、彼女は、医療過誤を根拠として防
御または反訴を行わず、その場合、既判事項の原則は、医療過誤に基づく後訴
を遮断しないであろう（84）。Leslie 事件は、明白に『当裁判所は、報酬の支払
を求めて医師に提訴された場合に、その裁判所において患者が医療過誤の抗弁
を提出することを要求するルールを採用しない』、と述べた（85）。かなり以前に
判示されたものであるにもかかわらず、Leslie 判決は、妥当な法であり続けて

（81）236 Mich. 610, 211 N.W. 267(1926).
（82）Id. at 615, 211 N.W.2d 267.
（83）Id.
（84）Id. at 616-617.
（85）Id. at616, 211 N.W.267.
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いる。それは、2000 年に至るまで数回引用されていることを含め、繰り返し
引用されてきている。
　同様に、Van Pembrook v. Zero Mfg. Co. 事件（86）において、当事者らは、
契約上の販売代理関係を有しており、それが破綻した。被告は、その合意に基
づいて履行期の到来した金額の支払を求める訴えを提起し、同意判決が登録さ
れた（87）。その後、原告は、詐欺および契約違反を含む広範囲の請求を主張し
て訴えを提起した。被告は、既判事項の原則がその訴訟を遮断する、なぜなら、
原告は、それらの請求を前訴において提起することができたからである、と主
張した（88）。当裁判所は、『ミシガン州は、既判事項の原則を広く適用しており、
裁判所が当事者により実際に裁判を求められた事項だけではなく、適切に訴訟
の主題に属しており、当事者が適切な注意を払えばその時点において提出する
ことのできたすべての事項を含む』ことを繰り返しながら、この主張を排斥し
た（89）。当裁判所は、以下のように結論付けた。すなわち、前訴は、履行期が
到来しかつ約束手形に基づき支払義務があり、また被告から原告に売却された
商品に対する原告の債務に基づく金額の支払を求めて、被告により提起された。
本件訴訟は、売却された商品の品質についての被告の虚偽の表示を理由とする
売買契約の違反を前提としている。これらの訴訟原因はその対象において異な
っており、かつ一連の完全に異なった証拠を必要とする（90）。
　本件では、被告らは、ミシガン州が必要的併合のルールを有する州であると
の判断に基づき、MCR2.203(A) 項及び (E) 項を正当に引用している。それゆえ、
ある当事者が請求または反訴請求を提起するときは、その当事者は、同一の取
引または事件から生じたすべての請求を併合しなければならない。しかしなが
ら、それは、ミシガン州が必要的反訴を有する州であることを意味していない。
Salem Indus., Inc. v. Mooney Process Equip. Co. 事件 （91）において、当裁判
所は、明確に被告の見解を排斥し、MCR2.203(E) 項は、『必要的なものではなく、

（86）146 Mich. App. 87, 91-92, 380N.W.2d (1985).
（87）Id. at 92.
（88）Id. at 100, 380 N.W.2d 60.
（89）Id. at 100-101, 380N.W.2d 60(citation omitted).
（90）Van Pembrook, 146 Mich. App. at 101, 380 N.W.2d 60.
（91）175 Mich. App. 213, 215-216, 437 N.W.2d 641(1988).
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任意的なものであり』、かつ『当事者は、当該反訴請求を別個の独立した訴訟
において提起できるものとしている』、と判示した。
　被告らは、Leslie 事件、Van Pembrook 事件、または Salem Indusurties
事件 について、これらの判例がもやは妥当な法ではない、なぜなら、ミシガ
ン州は、現在、事件の基準を適用しているからである、と主張する以外に、
これらの判例について反駁していない。しかしながら、事件の基準は、Van 
Pembrook 事件や Salem Indusurties 事件よりもかなり前の 1980 年に Gross 
v. Monroe Auto Equip. Co. 事件（92）において採用された。また、被告らは、
最高裁が Leslie 事件において明確に述べられた長期にわたる法準則を放棄し
たことを示すなんらの判例をも引用していない。
　被告らが引用する判例は、本件での既判事項の原則の主張を根拠付けていな
い。まず第一に、引用されたほとんどの判例において、既判事項の原則の適用
は、前訴での原告またはその関係人に向けられていた（93）。
　被告らはまた、Sprague v. Buhagiar 事件 （94）を根拠としているが、この事
件もまた区別しうるものであり、かつ特有な経過を有する。その事件において、
原告と被告は、6 個の賃貸アパートを被告から (for defendant) 購入する土地
売買契約を締結した （95）。原告が占有を得た後、彼女は、それらのうち 2 個の
物件が市により収用されたことを知った （96）。原告が当該土地売買契約に基づ
く毎月の支払を停止したため、被告が、地方裁判所に不動産簡易明渡訴訟を提
起した （97）。原告は、その訴訟に対して答弁を行わず、また地方裁判所は、被
告に対する占有を命じる裁判を言い渡した。その後、原告（前訴被告）は、巡

（92）409 Mich. 147, 160, 294 N.W.2d(1980).
（93）Wayne Co. v. Detroit, 233 Mich. App. 275, 590 N.W.2d 619(1998) 事件では、税の控

除に関する問題が先の課税年度において国税不服審判所により審理されかつ判断さ
れていた場合に、その税の控除がある特定の財産に適用されるかどうかを再度争お
うとすることによる多数の訴訟を遮断するために、その原則が適用された。Adair
事件 (470 Mich. at  121-122, 680N.W.2d 386) では、最高裁判所は、Headlee 修正法に
関する訴えが、おもに同一の請求を提起した原告と関係人にある当事者により前訴
で提起されていた、と結論づけた。

（94）213 Mich. App. 310, 539 N.W.2d 587(1995).
（95）Id. at 312, 539 N.W.2d 587.
（96）Id.
（97）Id.
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回裁判所に詐欺的誘因を原因とする土地売買契約の取消しを求めて、訴えを
提起した （98）。被告は、既判事項の原則に基づく却下を申し立てたが認められ
なかったため、当該事件は事実審理に進行し、その訴訟で原告が勝訴した （99）。
被告が控訴し、事実審裁判所は、既判事項の原則に基づく審理前の申立てを認
容すべきであった、と主張した （100）。詐欺に基づく請求は、不動産簡易明渡訴
訟において反訴として提起することができたことに注目して、Sprague の合議
体は、『州の広い既判事項の原則によれば、原告の請求は遮断される』、と結論
付けた（101）。Sprague 事件は区別を行うことができる、なぜなら、占有を求め
る請求は、契約上の財産の返還を求める権利を主張したからである。その契約
が有効であるかどうかは、正面から問題とならなかったのであり、かつ原告（当
時の被告）は、その問題を提起しなかった。それゆえ、被告は、契約に従い財
産の返還を求める権利を有するという判決が言い渡された。本件では、原告と
被告が業務契約を締結したという事実については何ら争いがない。それは契約
違反または契約の取消しの請求ではない。すなわち、それは不法行為上の請求
であり、当事者間の契約の存在とその態様は全く問題となっていない。その契
約は、法的業務に対する前提以外の何らの前提をもなしていない。原告は、そ
の契約に従い法的業務が提供されたことを争っていない。そうではなく、彼女
は、被告が弁護過誤、すなわち契約によってではなく、同様の状況にあるすべ
ての弁護士に適用される注意義務の基準により判断される行為を犯したことを
主張している。
　当裁判所はまた、Sprague 事件の適用可能性は問題とされているという点
に注目する。その判決が言い渡されるまさに数か月前に、当裁判所は、Bd. of 
Co. Rd. Comm’rs for The Co. of Eaton v. Schultz 事件判決（102）を公表したが、
この事件では、原告道路委員会が個人を訴えたが、個人が先に道路の状態に関
連した訴訟を提起したことを理由に、その訴訟は事実審裁判所により却下され

（98）Id.
（99）Id. at 312-313, 539 N.W. 2d 587.
（100）Id. at 313, 539 N.W.2d 587.
（101）Id.
（102）205 Mich. App. 371, 521 N.W.2d 847(1994).



駒澤法曹第18号  （2022）

40

た（103）。第 1 の訴訟は、先の費用との交換を前提とした合意に基づいて不利益
を伴う却下の判決がなされた（104）。その後、原告は、生活妨害を根拠とする訴
訟を提起したため、委員会が放棄と既判事項の原則の抗弁を提出した（105）。事
実審裁判所はその申立てを却下し、その訴訟はその後他の理由に基づき棄却さ
れた（106）。その後、委員会が個人に対して訴えを提起し、却下の合意に従わな
かったことを理由とする契約違反を主張し、かつ委員会は、第 3 訴訟のみなら
ず第 1 訴訟に関する費用の支払をも受ける権利を有する、と主張した（107）。事
実審裁判所は、委員会の訴えは、既判事項の原則により遮断される、なぜな
ら、それは不法な生活妨害訴訟において抗弁として提出され、かつ委員会に不
利益な判断が示されたからである、と結論付けた（108）。当裁判所は、この判決
を支持せず、以下のように判示した。すなわち、当裁判所における分析との関
係において、『第 1 の』訴訟事件とは、Schultz の道路委員会に対する不法な
生活妨害訴訟であり、また『第 2 の』訴訟事件とは、道路委員会の Schultz に
対する契約違反に基づく訴訟である。道路委員会の契約違反に基づく訴訟は、
Schultz の提起した不法な生活妨害訴訟において判断されなかったし、かつ判
断することはできなかった、なぜなら、同一の証拠が両訴訟を根拠付けないか
らである。道路委員会が、不法な生活妨害訴訟において契約違反を根拠として
反訴の提起を選択した場合にのみ、契約違反の問題が提起され、かつそれゆえ
反訴として提起された場合のみなのである。当事者の合意に関して不法な生活
妨害訴訟で判断されたのは、せいぜい、その合意が放棄としての効果を有せず、
それゆえ道路委員会にとり功を奏さなかった抗弁であった、ということである。
Schultz 事件におけるように、既判事項の原則との関係で、放棄の抗弁を契約
違反を根拠とする訴訟と同一のものとして扱うことは、それらの基本的な相違
を見落としている。訴訟原因と抗弁とは、互いに代替することはできない。例
えば、本件では、契約違反の事実と損害賠償額の問題は、放棄の抗弁とは無関

（103）Id. at 373-374, 521 N.W.2d 847.
（104）Id. at 374, 521 N.W.2d 847.
（105）Id.

（106）Id.

（107）Id.

（108）Id.
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係である。当裁判所は、既判事項の原則は、道路委員会の契約違反に基づく訴
訟を遮断しないものと結論付ける（109）。 Schultz 事件判決は、前訴が後訴にお
いて判断されなければならない事項と無関係であるときは、前訴被告は前訴原
告に対する訴訟の提起を遮断されない、と判示し、また前訴である抗弁を争っ
たことは、必ずしも、その抗弁が前訴被告の提起した請求に関連しまたはその
基礎でさえある後訴を遮断するものではない、と判示した（110）。
　重要な点は、Sprague 事件判決が Schultz 事件判決後に裁判されたもので
あり、それゆえ Schultz 事件判決が拘束力を有する先例として Sprague 事件
判決を規制すべきであった。しかしながら、Schultz 事件判決は、Sprague 事
件判決においては引用されなかった。近時、当裁判所の他の部が、未公表の
意見においてこの逸脱を指摘し、次のように述べた。ずなわち、当裁判所は、
事実審裁判所が、被告の正式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容する
際、その請求はすでに争われたという事実を前提としていなかったという点に
注目した。それに代えて、裁判所は、その請求は、Oakland 郡の訴訟手続に
おいて争うことができたことを前提とした（111）。なるほど、Sprague 事件判決
は、前訴において反訴として提起することのできた請求を含む訴訟を遮断す
るという趣旨である一方（112）、当裁判所の他の裁判部は、Eaton Rd. Comm’rs 
v. Schulz 事件（113）において、反対の結論を採った。しかしながら、当裁判所
は、原告の請求は、彼の訴状によれば、前訴においてすでに争われたという当
裁判所の結論に照らせば、以上の判例の衝突を考慮する必要はない。事実審裁
判所が誤ってその請求が先に争われていなかったが争われるべきであったとい
う事実を前提としたとしても、当裁判所は、もし事実審裁判所が誤った根拠に
基づき正しい結論に達したときは、事実審裁判所の裁判を取り消さないであ
ろう（114）。Karp 事件における裁判部と同様、当裁判所は、Schultz 事件判決

（109）Id. at 376, 521N.W.2d 847(citation omitted).
（110）Id. at 376, 521 N.W.2d 847.
（111）Sprague v. Buhagiar, 213 Mich. App. 310, 539 N.W. 2d 587 (1995).
（112）Id.  at 313, 539 N.W.2d 587(1995).
（113）205 Mich. App. 371, 521 N.W.2d 847(1994).
（114）See Phinney v. Perlmutter, 222 Mich. App. 513, 532, 564 N.W.2d 532 (1997). [Karp 	

  v. Michigan Nat’l Bank, unpublishd opinion of the Court of Appeals, issued 　 
　　　February 27, 2001(Docket No. 213703), p. 8 ].



駒澤法曹第18号  （2022）

42

と Sprague 事件判決との間の衝突を解決する必要はない、なぜなら、上述の
ように Sprague 事件判決は区別することができるからである。しかしながら、
Sprague 事件判決はそうであるとしても注意深く適用されるべきことが明らか
である。
　最後に、当裁判所は、一般的に、既判事項の原則のいずれの目的も本件には
妥当しないことを指摘する。第一に、当事者は、『多数の訴訟による費用や煩』
に関与していない（115）。被告の取立訴訟は、訴えの提起と書記官による判決登
録だけであった。弁護過誤の争点は全く争われなかったし、それが称賛に値し
または過失によるものであれ、被告の行為についても同様であった。唯一の争
点は、原告が費用を支払ったかどうかであり、それは裁判所への一度の出廷も
無しに終局的に解決することができた問題であり、また債務不履行および欠席
判決の双方が、書記官により同時に登録された。第二に、本件の訴訟追行を認
めることは、司法資源が二度使用されることを要求しない。取立訴訟は、司法
資源が弁護過誤の請求または抗弁に使用されることを要求しなかった。実際、
その訴訟は、実質的に何らの司法資源も要求しなかった。さらに、もし原告が
弁護過誤請求を地方裁判所に反訴として提起するならば、明らかに地方裁判所
の管轄に属した取立訴訟は、当該反訴請求とともに、巡回裁判所に移送された
であろう。MCR4.002. 最後に、矛盾した判決の危険も存在しない。なぜなら、
取立訴訟における判決は、弁護過誤訴訟においていずれかの当事者が受ける判
決と矛盾するような結果を生じさせないからである・・・」。
　本件では、離婚後の訴訟手続において原告を代理した被告が原告に対して未
払いの弁護士費用の取立てを求めた前訴において、原告が何らの答弁も行なわ
ず、また医療過誤を根拠とする請求を反訴としても提起せずに被告勝訴の判決
が言い渡された後、原告が当該医療過誤を根拠とする請求に基づき後訴を提起
することができるかどうかが問題となった。
　まず第一に、原告（前訴被告）が前訴で医療過誤を根拠とする請求を反訴と
して提起していたときは , 当該反訴請求と同一の事件から生じたその他の請求
に基づく後訴を提起することは、裁判所規則 2.203(A) 項の必要的請求併合の

（115）Garrett v. Washington, 314 Mich. App. 436, 447, 886 N.W.2d 762(2016)( 既判事項の	
　原則の適用は、多数の訴訟による費用と煩から当事者を救済する、と判示 ).
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ルールに基づき遮断されることは争いがないと考えられる。
　これに対して、第二に、原告（前訴被告）が前訴で医療過誤を根拠とする
請求を反訴として提起していなかったときは、さらに（ア）原告（前訴被告）
が前訴で何らの抗弁も主張していなかった場合と、（イ）一定の独立した抗弁
を主張していた場合とが考えられる。（ア）原告（前訴被告）が前訴で何らの
抗弁も主張していなかった場合は、（a）医療過誤を根拠とする請求に基づく
後訴（別訴）の提起は遮断されないとするのが一般的な見解であると思われ、
本件 Boss 判決及び本件判決において引用されている Lesie 事件判決、Van 
Pembrook 事件判決、及び Schultz 事件判決はいずれもこのような立場に立つ
ものと思われる。これに対して（b）このような場合でも前訴において反訴と
して提起することができたことを根拠に遮断されるとの見解も考えられ、本件
において引用されている Sprague 事件判決はこのような立場にたつものと思
われる。もっとも、本件判決が指摘するように、Sprague 事件では、前訴請求
が前提とした契約の有効性そのものを争う後訴（別訴）が提起された事例であ
り、Sprague 事件においても前訴請求と独立した抗弁に基づく後訴（別訴）が
提起された場合は、上記 (a) と同じように当該抗弁に基づく後訴（別訴）は遮
断されないとの結論になるとも考えられる（116）。
　次に、（イ）原告（前訴被告）が前訴で一定の独立した抗弁を主張していた
場合は、（a）同一事実を前提とした請求に基づく後訴（別訴）の提起は遮断さ
れるとするのが一般的であると思われ、本件 Boss 判決、Lesie 事件判決、Van 
Pembrook 事件判決、Schultz 事件判決、及び Sprague 事件はいずれもこのよ
うな立場に立つものと思われる。これに対して、（b）この場合でも前訴にお
いて同一事実に基づいて反訴が提起されなかった以上、当該事実を前提とした
請求に基づく後訴（別訴）の提起は遮断されないとの考え方も可能であり、必
ずしも明確ではないが Schultz 事件判決はこのような立場に立っていると解釈

（116）抗弁と反訴の双方を構成する事実が第一の訴訟で提起されなかったときは、前訴
　　　被告がその事実に基づく第二の訴訟を提起することは遮断されないとする、広く
　　　行き渡った合意が存在しているとする。だだし、第二の訴訟が第一の訴訟と非常
　　　に密接に関連しているものと考えられ、それがまったく独立の訴訟ではなく、実
　　　際上、第一の訴訟に対する分離した抗弁 (detached defense) であるような場合、
　　　第二の訴訟が遮断されるとした判例があることが指摘されている。
　　　See J.Friedenthal, M.Kane & A.Miller, Civil Procedure §14-6(2nd.ed.1993).
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することも可能であるように思われる（117）。
　本件では、被告が原告に対して提起した弁護士費用の支払を求める前訴にお
いて、原告が独立した抗弁を主張していなかったので、当該抗弁が前提とした
事実に基づく後訴（別訴）は既判事項の原則により遮断されない、と判示した
ものと解される。
                                                          　　　　　　　　　　 〔以下次号〕

（117）抗弁が第一の訴訟で提起されたときは、幾つかの裁判所は、同一の事実の第二使	
　用は阻止されるものと判示してきた。もっとも、すべての裁判所がそのように判

　　　示しているわけではなく、幾つかの法域は、事実の防御的な主張は、積極的な救
　　　済を求める訴訟での被告による同一事実の主張を妨げるべきでないと主張する
　　　Restatement Second of Judgments に加わっている。この見解によれば、単に訴
　　　　訟を防御することは被告になんら既判事項の原則の効力を生じさせない、なぜな
　　 ら、原告のみが訴訟原因を主張したからである、とされる。See J.Friedenthal 
         et al., id.


